
２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

利子助成件数

金融機関からの利子助成申請により助成を行った。

564

26年度（目標）

564

1,533

405

1,533

0.05

⑤
成果
指標

認定農業者、農業生産法人 人

人

対
象
指
標

130 130

成
果
指
標

12

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 1/2

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

1

県補助

産業経済部　農政課

○

所属部課名

１　農林業
１　安定した農林業の推進

継続事業 継続事業 共催者・関係団体

事
業
期
間

茨城県

直営 ○
実施手法

―

笠間市農林業振興基本計画
笠間市農業振興対策事業補助金交付要綱

関連計画
根拠法令

継続

負担金の有無補助金の有無
農林水産業費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

予
算
科
目

会計
一般

件

目
的 利子助成人数

①対象
(働きかける相手・もの）

④
対象
指標

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

利子助成対象件数：26件

利子助成額：1,318,310円

４　【事業費の内容（決算額）】
―

３　【年度目標】
利子助成対象件
数：30件

利子助成額：
1,398,504円

【上期】7月に金融機関から交付申請があり、その後利子助
成金の１/２を県に請求し、９月に県より交付決定後、市が県
補助金を合わせた額を資金借入者に交付する。
【下期】１月に金融機関から交付申請があり、その後利子助
成金の１/２を県に請求し、３月に県より交付決定後、市が県
補助金を合わせた額を資金借入者に交付する。

27年度（計画）

認定農業者、農業生産法人

認定農業者が農業の近代化等を図るため、借り入れ
た資金の利子助成を行ない経済的負担の軽減を図
る。

25年度（計画）

【DO】事務事業の実施

５　事務事業の目的と手段

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
【上期】7月に金融機関から交付申請
があり、その後利子助成金の１/２を県
に請求し、９月に県より交付決定後、
市が県補助金を合わせた額を資金借
入者に交付する。
【下期】１月に金融機関から交付申請
があり、その後利子助成金の１/２を県
に請求し、３月に県より交付決定後、
市が県補助金を合わせた額を資金借
入者に交付する。

同左

単位

効率的かつ安定的な農業経営体を育成
し、これらの経営体が農業生産の相当部
分を担うような農業構造の確立を図るた
め、日本政策金融公庫資金を借り入れた
認定農業者に利子助成金の交付を行う
事業

同左

千円

千円

0.05

千円

1,724 1,533

千円

2,455

千円

659 564

26年度（計画）

564

1,580

単位

件

22年度（実績）

30 28

22年度（実績）

23年度（実績）

4,211

790

50

957 790

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（実績）

14 14

957

27

1,914

875

25年度（目標）

2,297

26

24年度（実績）

564660

144156

15 14

564 564

825 0.05

1,319

375375

1,128

375 0.05 3750.05

1,128 1,128

375

130

1,533

27年度（目標）

133

405

27

405 405

14

27

130

28年度（目標）

職員割合

30 30

千円

千円

0.30 2,250 0.11

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

3047 30

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

総
合
計
画 小施策

405

14

27

細目名

30

農業振興費

トータルコスト（ア）＋（イ）

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

農業経営基金強化資金利子助成事業

目款 項
農業費

開始年度

千円

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

千円

一般財源

事
業
費

事業費及び指標の推移

564

1,128

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

千円

事業費計（ア）

認定農業者、農業生産法人

人件費計（イ）

指標区分

利子助成件数

人
件
費

活
動
指
標

人

人

利子助成人数

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点農業経営基盤強化資金利子助成事業

新規・継続

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

【PLAN】事務事業の計画



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

農業者が近代化・規模拡大を図る上での施策であり、必要である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

農業の近代化・規模拡大を目指す認定農業者・農業生産法人が安定的な農業経営の支援
をすることが必要であり、また、法的に義務づけられている。

法的に義務付けられているもので、工夫的なものは出来ない。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

現  状  維  持

農業の近代化・規模拡大を図るためのもので、引き続き支援していく。

資源配分

その他

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

法的に義務付けられているものであるため休止や廃
止等は考えられない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

法的に義務付けられているものであるため統廃合等
は考えられない。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
個人などからの申込により、金融機関が融資するもので、特に考えられない。

市内に農業経営基盤を持たない農業生産法人が参入してくる場合、経営開始において農業制度資金借り入れに頼る側面が強いため、資金借り入れ
総額が多くなっている。ただし、農業制度資金は他の資金に比べ低利であり、５年間の無利子化措置など優遇措置が取られているため、利子助成額
はそれほど増えてはいない。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

成
果
指
標

千円

千円

人

㎡協定参加面積

単位

千円

22年度（実績）

548548

548

23年度（実績）

548

千円

548一般財源

事業費計（ア）

千円

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

中山間地域等直接支払事業

目 細目名

事
業
期
間

開始年度

事務事業性質
重要事務事業

指標区分

人協定参加人数

対
象
指
標

農業者

人
件
費

活
動
指
標

嘱託臨時

2,267 2,100

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

） 人件費計（イ）

3,7465,584 3,884

2,227

千円

千円

3,746

3,940

事業費

事業費及び指標の推移

0

千円

事
業
費

550

25年度（計画）

0

28年度（目標）

中山間地域等直接祖払推進交付金実施要領

共催者・関係団体

４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】

㎡

・各組合協定書の内容に沿って、年間の工程を実施。
・毎年10月末までに調査票を基に現地調査を行う。
・県からの通達により交付申請・実績報告等組合への指導及
び、交付金の使途についても、協定書との整合性を図る。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上

51

0

補助金　　1,643,896円
（南指原地区　 1,060,776円
金谷地区　 　　　 583,120円）

協定締結面積
205,487㎡

人

1,646

根拠法令

他課の協力分

単位

1,646

0.28

0

27年度（目標）

0

4,374

2,100

205,487 205,487

127

4,374

22年度（実績）

51 51

2,100

1,644

167

2,1000.50 3,750 0.28 2,100

1,644 1,657

0.28

0

24年度（実績） 28年度（計画）26年度（計画） 27年度（計画）

548547 548

548

時間外

職員割合

千円

190

千円

千円

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 千円

0.28

561 550 550

所管省庁政策的事業

関連計画

―
負担金の有無

継続

直営 ○

農林水産業費 農業費
款 項

補助率

平成22年 平成26年

終了年度
2/3

―
国補助

産業経済部　農政課

○

所属部課名

農水省

補
助
単
独
区
分

後期基本計画
重点視点

26年度（目標）

4,3744,374

51

25年度（目標）

人

0

補助金の有無

548

単位５　事務事業の目的と手段

実施手法

事業対象農家

集落内での共同活動維持

205,487205,487 205,487

3,911

24年度（実績）

51

4,374

トータルコスト（ア）＋（イ）

0

23年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

547

2,100

実施計画・事務事業評価共通調書

総
合
計
画

小政策

事務事業番号

事務事業名

政
策
体
系

政策

【PLAN】事務事業の計画
評価区分

評価事業

2

総合計画実施計画

予
算
科
目

小施策

農業振興費
会計
一般

新規・継続

１　【事務事業の全体概要及び背景】

１　農林業
１　安定した農林業の推進

中山間地域等直接支払事業

施策

【DO】事務事業の実施

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

農業者

耕作に不利な中山間地域の耕作放
棄地発生防止など、事業完了後には
農業生産活動が持続できるように、ま
た、集落において共同活動を継続支
援する。

区域内における農道・水路の維持管理
⑥

活動
指標

協定参加人数

協定参加面積

④
対象
指標
⑤

成果
指標

同上



④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

その他

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

現  状  維  持資源配分

中山間地域の農業を継続していく上で必要である。

【PLAN】事務事業の計画

課題無し

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

特に無し

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

耕作に不利な中山間地域において、適切な農業生産活動が継続的に行なわれるよう農業
の生産条件に関する不利を補正するため支援するものであり、また、中山間地域の農業・農
村が有する水源涵養機能、洪水防止機能等の多目的機能を保つことからも必要な事業で
ある。

①改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【上期】7月に茨城中央農業協同組合から交付申請があり、
その後利子助成金の１/２を県に請求し、９月に県より交付決
定後、市が県補助金を合わせた額を茨城中央農業協同組
合に交付する。
【下期】１月に茨城中央農業協同組合から交付申請があり、
その後利子助成金の１/２を県に請求し、３月に県より交付決
定後、市が県補助金を合わせた額を茨城中央農業協同組

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
【上期】7月に茨城中央農業協同組合
から交付申請があり、その後利子助
成金の１/２を県に請求し、９月に県よ
り交付決定後、市が県補助金を合わ
せた額を茨城中央農業協同組合に
交付する。
【下期】１月に茨城中央農業協同組合
から交付申請があり、その後利子助
成金の１/２を県に請求し、３月に県よ
り交付決定後、市が県補助金を合わ

額 茨城 央農業協 合

同左 同左

利子助成対象件
数：8件

利子助成額：
79,924円

３　【年度目標】
効率的かつ安定的な農業経営体を
育成し、これらの経営体が農業生産
の相当部分を担うような農業構造の
確立を図るため、茨城中央農業協同
組合において農業近代化資金を借り
入れた認定農業者に対し利子助成
金の交付を行う事業

項会計
一般

総
合
計
画 茨城県

笠間市農林業振興基本計画
笠間市農業振興対策事業補助金交付要綱

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

目

共催者・関係団体

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

利子助成対象件数：6件

利子助成額：70,116円

利子助成人数

５　事務事業の目的と手段
人

認定農業者

認定農業者が農業の近代化等を図るため、借り入れ
た資金の利子助成を行ない経済的負担の軽減を図
る。

目
的

単位

人

認定農業者

件

32

対
象
指
標

130

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

成
果
指
標

4

政策的事業

終了年度
補助率 1/2

県補助

後期基本計画
重点視点

○

所属部課名事務事業番号

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

継続事業 継続事業

―

継続

細目名 関連計画
農林水産業費 農業費

款
根拠法令農林振興費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法
―

負担金の有無

⑤
成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

予
算
科
目

１　【事務事業の全体概要及び背景】

26年度（計画） 27年度（計画）

9

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

22年度（実績） 25年度（計画）

事業費及び指標の推移

利子助成件数

金融機関からの利子助成申請により助成を行った。

476

61 41

30

405

375

42 32

64

0.05825

35 32 3232

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（実績）

0.05

83

3661

122

3 3

130

375

469

30

469

32

405

30

375

30

0.05

30

133

24年度（実績）

405

8

405

2 2

23年度（実績）

144156

22年度（実績）

875

32 32

活
動
指
標

71

26年度（目標）

405

25年度（目標）

8

375 0.05 3750.05

64 6464

469

3

27年度（目標）

8

人
件
費

3

66 8

28年度（目標）

469

千円

0.30 0.11

千円 47 50

2,250

958

130 130

千円

10

千円

千円

2,419

2,297

嘱託臨時

他課の協力分

千円

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します
１　農林業
１　安定した農林業の推進

認定農業者育成推進資金利子助成事業

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

時間外

人件費計（イ）

事
業
費

職員割合

千円

事業費計（ア）

千円

千円

千円

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

千円

人

トータルコスト（ア）＋（イ）

指標区分

件利子助成件数

単位

人

認定農業者

利子助成人数

事務事業名

政
策
体
系

政策

3

小政策

評価区分

評価事業
認定農業者育成推進資金利子助成
事業

施策
小施策



農業の近代化・規模拡大を図る上で必要であり、引き続き支援していく。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

③前年度の改革・改善案

法的に義務付けられているものであるため休止や廃
止等は考えられない。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
個人などからの申込により、金融機関が融資するもので、特に考えられない。

認定農業者自身が高齢化していることもあり、新たな資本整備や投資を控える傾向にある。また、認定農業者数が減少していることも相まって、資金
借り入れ件数自体が減少しており、利子助成額は横ばいまたは減少すると見込まれる。

法的に義務付けられているもので、特に工夫的なものはない。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持資源配分

法的に義務付けられているものであるため統廃合等
は考えられない。

【PLAN】事務事業の計画

認定農業者が農業の近代化・規模拡大を目指し安定的な農業経営のため支援していくこと
は必要であり、また、法的に義務付けられている。

全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

必
要
性
評
価

年々融資を希望する農業者などは減少傾向にあるが、融資を希望する農業者等について
は大きな支援策である。

【CHECK】事務事業の一次評価

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・広報紙等による事業ＰＲを行い、事
業の取り組み者を募る。
・農業委員会との連携により農地バン
クの活用を図る。
・地域連携による遊休農地抑制モデ
ル事業の実施。
・目標面積　２ｈａ

同左 同左

ａ

・広報紙等による事業ＰＲを行い、事業の取り組み者を募る。
・油糧作物による遊休農地解消のモデル事業の実施。
・農業委員会との連携により農地バンクの活用を図る。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画

ａ

2,307 1,581

1,076千円

千円

290

466

0.57

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

財
源
内
訳

１　農林業
４　耕作放棄地の抑制・解消

4

遊休農地解消面積

遊休農地解消面積

地方債

政策 ２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

遊休農地活用緊急対策事業

国庫支出金

22年度（実績）

その他

千円

事業費

事
業
費

単位

職員割合

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

款

県支出金

【DO】事務事業の実施

市内農地所有者

耕作放棄地を解消し、国土の有効利用と改廃農地か
ら優良農地への再生を図るための費用の一部を助成
する。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

400 400人
件
費 他課の協力分

単位

400

千円嘱託臨時

千円

千円

時間外

200

指標区分

ａ遊休農地解消面積

27年度（目標）

400

357

4,491

9,697

8,116

200200

56

25年度（目標）

56

200

200 200

26年度（目標）

5,875

200

9,589

20056 200

5,875

7,348 9,589

5,875

5,475 0.73 5,475

3,714 3,714

0.73

3,714 3,714

200 200357290

357

2,060

5,875

400

5,875

3,714

5,475

216

22年度（実績）

27年度（計画）25年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）24年度（実績）

4,275 1.02 7,650

6,798

247

771505

702

0.730.73

1,473

5,475

3,714

活
動
指
標

23年度（実績） 24年度（実績）

5,4750.73

3,714

3,714

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―

　年々増加する遊休農地は、全国的
にも問題となっており、笠間市におい
ても農地全体の１６％が遊休農地と
なっている。
　遊休農地対策として、解消に係る費
用を直接支援することにより、農地の
再生を図る。

予
算
科
目

会計
一般 農林水産業費

細目名 関連計画

産業経済部　農政課

○

H１９ 継続実施

○

共催者・関係団体

市単独

負担金の有無

継続

所属部課名

実施手法

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

根拠法令

200

28年度（目標）

9,589 9,589

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
ａ

成
果
指
標

290

対
象
指
標

遊休農地解消面積

遊休農地解消面積

遊休農地解消面積

政
策
体
系

需用費1714千円
役務費3千円
委託料529千円
補助金771千円

ａ

ａ

広報誌等によりＰＲを行い、事業の推進した。

総
合
計
画

笠間市農林業振興基本計画
農地法農業振興費 遊休農地活用緊急対策事業農業費

項 目

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

事務事業番号

事務事業性質評価区分

評価事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 重要事務事業
総合計画実施計画

手
段

１　【事務事業の全体概要及び背景】
遊休農地５ｈａの
解消を図る。

３　【年度目標】



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

耕作放棄地の解消については、市にとっても大きな問題であり、市の上
乗せ助成を行い取り組みやすい施策とし、拡充を図る。

国の助成だけでは、費用の問題でなかなか取り組みが少ない。市としても上乗せ助成を行
い、多くの面積解消に向けて取り組んでいく。

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

農業従事者の高齢化に伴い、特に畑地の荒廃が進み耕作放棄地が増加している。本事業
を取り組むことにより、耕作放棄地の解消につながるため必要性は高い。

効
率
性
評
価

その他

③前年度の改革・改善案

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

年々増加傾向にある耕作放棄地を解消するため、昨年同様ＰＲを行い解消に向けて推進し
ていく。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

平成23年10月に笠間市行政評価外部評価委員会からの次の意見・所見があった。
・笠間市全体の魅力度アップの視点から考えると数字に捉われるだけでなく、小規模遊休農地に対しても地権者と協議し対応していくべきである。
・遊休農地の活用については、市民農園や定年退職後の帰農希望者に対する呼びかけを、広く行っていく必要がある。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

拡  　　　　　充

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
事業の拡大を図ることから、取り組みやすい施策とするため、上乗せを行う。

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

１月に茨城中央農業協同組合から交付申請があり、その後
利子助成金の審査を行い、２月～３月に茨城中央農業協同
組合に利子助成金を交付する。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
１月に茨城中央農業協同組合から交
付申請があり、その後利子助成金の
審査を行い、２月～３月に茨城中央
農業協同組合に利子助成金を交付
する。

同左 同左

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
利子助成対象件
数：4件

利子助成額：
148,192円

総
合
計
画

笠間市農林業振興基本計画
笠間市農業振興対策事業補助金交付要綱根拠法令

細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

利子助成件数

金融機関からの利子助成申請により助成を行った。

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

3

544

405405

集落営農組織、生産組織、主業農業者
農業者

農業者が農業の近代化を図るため借り入れた資金利
子助成を行う。

利子助成人数 人

件

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

300 300

成
果
指
標

4

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 1.0％以内

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

5

市単独

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

継続事業 継続事業

―

継続

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

利子助成対象件数：3件

利子助成額：138,172円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

544

405

544

24年度（実績）

0.052,250

139

3750.05

活
動
指
標

30

0.11 825

47 50

0.30

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

178

3750.05 375

139 139

375 0.05 375

139 139

0.05

3 33

3

300 300

26年度（目標）

33

27年度（目標）

300

544 544

3 3

405

25年度（目標）

3

405

事業費計（ア）

3030 30 30

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

利子助成件数

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

300

4

集落営農組織、生産組織、主業農業者等

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

139

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

農業近代化資金利子助成事業

農業近代化資金利子助成事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

効率的かつ安定的な農業経営体を
育成し、これらの経営体が農業生産
の相当部分を担うような農業構造の
確立を図るため、茨城中央農業協同
組合において農業近代化資金を借り
入れた農業者に対し利子助成金の交
付を行う事業

予
算
科
目

会計

875

千円

219

2,297

千円

千円

人

2,516

22年度（実績）

4

300

23年度（実績）

4件

219 178

単位

千円

千円 1,053

千円

139

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

139

139

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

利子助成人数

人

139



利子助成については小額であるが、農業者にとっての支援策であり、現
行どおり継続していく。

農業者自身が高齢化していることもあり、新たな資本整備や投資を控える傾向にある。また、主業農業者数が減少していることも相まって、資金借り入
れ件数自体が減少しており、利子助成額は横ばいまたは減少すると見込まれる。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

事務量的には軽微であり、見直しなどの対象とはならない。農業者から見ると利子の軽減が
図られることから、引き続き支援していく。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

融資を希望する農業者が金融機関で融資を受けた場合の利子の一部を助成するもので、
特に工夫的なものはない。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
金融機関からの請求によって発生するもので、事業費の削減等については考えられない。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

農業の近代化を図る農業者が、機械施設の更新・導入をするため融資を受ける資金に対
し、利子の一部を助成し、農家負担の軽減を図り、農業経営の安定化図るにあたり、必要性
は高い。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・生産者、任意組織などを対象とした事業要望調査の実施
・事業実施計画書作成の指導、助言
・実施計画承認申請、補助金交付申請に係る茨城県との調
整事務
・補助事業実績報告に係る機械、施設などの完了確認検査
・補助事業実績確定による補助金交付事務
・過年度実施主体の実施状況確認

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

農業生産効率の向上

団体

名

円

円

時間

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

-

1,260

9,131

30

回補助事業要望調査

農産物販売出荷額の増加

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

いばらきの園芸産地改革支援事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

0

3,847

指標区分

農業生産コストの低減

生産組織

認定農業者

回 30

4,300,000

新規・継続

1,563

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

3

30

4,300,0004,300,000

30

4,300,000

26年度（目標）

1,563

3

30

0 0

1,5631,563

100100

4,300,000

24年度（実績）

2,106

3

3020

2 3

（県央農林事務所や農協との）事業調整

1,950

60

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

7,025

150 133 150

0.26

4,973

2,068

2,587 2,905

1,950

22年度（実績） 23年度（実績）

0.16 1,200

2,587

0.26

2,905 7,025

118

0

156

1,5631,563

0

1,563 1,563

25年度（目標）

1,563

3

27年度（目標）

0

1,563

3

00

28年度（目標）

1,563 1,563

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○ ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
（果樹産地改革支援型）
　うまい果物づくりの推進と活力ある
果樹産地を育成するため、生産施設
等の整備を行う。
（花き産地改革支援型）
　既存産地の強化・拡大や新産地の
育成、地域の花き産地のモデルとな
る先進的な技術の実証を行うため、
機械・施設等の整備を行う。

予
算
科
目

会計
一般会計

県補助 茨城県

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率 1/3、1/4

単年度繰返し

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

継続
○

政策的事業

100

150 150

100

150

100

150

100

目
的

単位

農業生産コストの低減

④
対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

生産組織、認定農業者
生産組織
認定農業者

終了年度

いばらきの園芸産地改革支援事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

4,300,000

活
動
指
標

25年度（計画）

団体

時間

名

円
生産体制の強化

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

（県央農林事務所や農協との）事業調整機械、施設整備等により産地の生産体制の拡大強化
を図る

補助事業要望調査

⑤
成果
指標 農業生産効率の向上

農産物販売出荷額の増加

茨城農業改革大綱
茨城農業改革推進総合対策事業実施要領

負担金の有無

細目名

手
段

回

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

100

回

総
合
計
画

（果樹産地改革支
援型）・栗貯蔵増
加量　10,000㎏
(花き産地改革支
援型）・小菊出荷
量3,800本

農業振興費

３　【年度目標】
補助金　7,025千円
（果樹産地改革支援型）6,721
千円
（花き産地改革支援型）304千
円

円

JA茨城中央

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

6事務事業番号



産地の強化・拡大や新産地の育成、産地のモデルとなる先進的な技術
の実証を行うため、機械・施設等の整備を行ない、社会構造の変化、担
い手不足や高齢化、耕地利用率の低下に対応するために必要な事業
である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

多様な要望の受け入れ余地があり（果樹・花き・野菜など、対象作物が多岐にわたる）、さま
ざまな産地の実態や特性に応えうる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

担い手不足、高齢化の進展などによる低迷している地域農業を支援する事業として、必要
である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
関係機関等、業務の効率化の余地がない。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

（花き産地改革支援型）
小菊の有力産地として、行政機関は先進技
術である（露地）電照設備を普及させたいが、
生産者からは二次的な電照設備よりも、動噴
などの必需品を要望する声が多い。電照設
備を導入する生産者が増えれば、産地の生
産力のさらなる安定が約束される。

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

　消費者ニーズや流通形態の多様化など社会構造の変化に加え、輸入農産物増大による価格低迷、担い手不足や高齢化の進展により、耕地利用
率も低下し、農業産出額も減少傾向にある。農業者や地域の創意工夫に基づく提案の支援や消費者ニーズにあった産地作りの促進に必要な事業を
意欲ある担い手への集中化を図りつつ総合的に実施する当該事業の果たす役割は大きい。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

「茨城県農業・農村振興ビジョン」の理念の下、「新たな茨城農業」を推進するための行動計
画、「茨城農業改革大綱」の指針に基づくものであり、事業活用に努めたい。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・広報紙等を利用して事業の周知
・農業者へ対しての適正処理の指導
・回収及び運搬業者への引渡し

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
回収数量
６６００㎏

総
合
計
画

（公社）園芸いばらき
振興協会

根拠法令
細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

回数
使用済み農業用プラスチック等の回収

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

3

1,489

1,3261,326

農業者
農業用プラスチック等を使用する農家

使用済み農業用プラスチック等の適正処理
処理量 トン

日

人

目
的

単位

利用農家数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

4,374 4,374

成
果
指
標

30

7

32 23

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 定額

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

7

市単独 茨城県

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

Ｈ18 単年度繰返し

―

継続

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―

収集・運搬経費等
149千円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

1,489

1,326

1,489

24年度（実績）

124 12085

0.161,575

163

1,2000.16

活
動
指
標

96

0.11 825

79 50

0.21

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

21

1,2000.16 1,200

43 43

120 120

1,200 0.16 1,200

163 163

0.16

3037

8 89

3

4,374 4,374

26年度（目標）

88

27年度（目標）

4,374

1,571 1,489

3 3

3030

1,326

25年度（目標）

3

126

1,422

事業費計（ア）

126126 126 126

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

回数

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

4,374

7

農業者

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

43

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

使用済農業用プラスチック適正処理
対策事業

使用済農業用プラスチック適正処理対策事業

１　農林業
２　自然と共生による農林業の展開

　使用済農業用プラスチックは、産業
廃棄物として適正に処理することが義
務付けられている。処理にかかる農
家負担の軽減を図り使用済農業用プ
ラスチックの円滑な回収を推進し、施
設園芸の経営安定と農村環境の保
全を図るために本事業を実施する。

予
算
科
目

会計

1,001

千円

87

54

1,654

千円

千円

トン

1,795

22年度（実績）

3

4,898

23年度（実績）

4日

126

141 106

単位

千円

千円 1,107

千円

149

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

○
負担金の有無

43

163

120

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

人

処理量

利用農家数

人

25



農業用ビニールやポリエステルを適正処理（リサイクル等）することは、環
境に配慮した農業を推進するためにも必要な事業である。

特に無し

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

課題なし

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

環境汚染・環境破壊という環境問題は農業ばかりでなく社会問題となっている中で、使用済
みの農ﾋﾞ・農ポリの適正処理は重要である。これらの課題については農業者に理解を得て
市も一体となって処理をしていかなければならないが、一方で不法投棄等も目立つ。今後も
周知徹底を図り推進していく必要がある。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

農業振興地域整備計画の変更に伴う事務手続き

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
・農業振興地域整備計画の変更に伴
う事務手続き
・平成26年度に実施する総合見直し
のための事前事務手続き

・総合見直し事業の事務手続き
・農業振興地域整備計画の変更に伴
う事務手続き

・農業振興地域整備計画の変更
に伴う事務手続き

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

6,776

3,798

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

農業振興地域整備促進事業

１　土地利用
１　計画的な土地利用の推進

評価区分

評価事業

１　広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１　交流と地域の力を高める土地利用を進めます小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

251251 251

3,701

6,900

指標区分

新規・継続

3,866

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

26年度（目標）

3,866

3,450 0.46 3,450

165165

165 165

24年度（実績）

3,701

165

3,450

326

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

0.61

4,976

4,853

4,575

22年度（実績） 23年度（実績）

0.86 6,450

124

124

0.46

97

123

123

97

278

3,450

251

0.46 0.463,4500.46

10,000

165 10,000

25年度（目標）

3,866

27年度（目標）

3,701

13,701

3,7013,701

251

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
農業上の土地利用の展開を図るべき
農用地区域の設定及び、農業生産
基盤の整備計画や農用地等の保全
計画等の方針を策定し、農地の利用
集積等による農用地の効率的かつ総
合的な利用を促進させ、より安定的な
生産活動を推進する事業。

予
算
科
目

会計
一般

市単独

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

継続実施 継続実施

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

○

義務的事業

目
的

単位
④

対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

農地保有農業者

終了年度

農業振興地域整備促進事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

活
動
指
標

25年度（計画）

農地保有者からの要望により農業振興地域の農用地
区域からの一部除外を行う。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

年３回の審議会を経て県に進達し計画の変更を行っ
た。

⑤
成果
指標

笠間市農林業振興基本計画
（政策）農業振興地域の整備に関する法律

負担金の有無

細目名

手
段

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

総
合
計
画

年3回開催

農業振興費

３　【年度目標】
委員等報酬費　81千円
需用費　16千円

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

8事務事業番号



法の定めにより行っている事業であり、現行どおり行う。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

法の定めにより行われるもので、工夫などのことは考えられない。年３回行っている。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
法により行うこととされているため、必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

回数を減らすことにより、事務量・事業費が削減できるが、市民に対する利便性を考えると現
状維持で進めていくことになる。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

農業振興地域の整備に関する法律により、年３回の申込を受け、農用地区域からの除外の申請を行っている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

法律により定められた事業であり、現状のまま継続していく。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

定例会議　　毎月1回
施設の管理点検
クラインガルテン借地料の支払い　　　25名

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
定例会議　　毎月1回
施設の管理点検
クラインガルテン借地料の支払い
25名

同左 同左

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
定例会議　12回
施設の点検　3回
借地料の支払い

総
合
計
画 JA茨城中央

笠間市農林業振興計画
市条例　　指定管理根拠法令

細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

定例会の開催

定例会の開催。

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

12

2,466

1,3771,377

クラインガルテン管理運営委託業者（ＪＡ茨城中央）

指定管理制度に伴う協定書の遵守

回

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

対
象
指
標
成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁維持管理事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

9

市単独

産業経済部　農政課

―

所属部課名

評価区分

評価事業

H18 単年度繰返し

―

継続

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―

借地料　1,088,340円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

2,466

1,377

2,466

24年度（実績）

1,088 1,0891,089

0.174,575

1,089

1,2750.17

活
動
指
標

102

0.35 2,625

230 159

0.61

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

619

1,2750.17 1,275

1,089 1,089

1,275 0.17 1,275

1,089 1,089

0.17

12

26年度（目標） 27年度（目標）

2,466 2,466

7 12

1,377

25年度（目標）

12

1,377

事業費計（ア）

102102 102 102

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

定例会の開催

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

県支出金

農林水産業費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

クラインガルテン事業

クラインガルテン事業

２　グリーンツーリズム
２　都市農村交流施設の更なる充実

　農業・農村の有する多面的機能を
十分に発揮し，地域農業の活性化を
図るため，クラインガルテンを核に都
市と農村の交流を通した豊かな農村
づくりを目指す。笠間クラインガルテ
ンの管理運営に関する協定に基づ
き，平成23年4月1日から平成28年3
月31日まで茨城中央農業協同組合
へ指定管理する。

予
算
科
目

会計

2,784

千円

1,089

4,805

千円

千円

5,894

22年度（実績） 23年度（実績）

11回

1,089 3,563

単位

千円

千円 6,347

千円

1,089

23年度（実績）単位

千円 1,855

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

1,089

1,089

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

1



更なるサービスの向上と、理念を忘れないよう定例会などを通じて指導・
助言を行うこと。

農業・農村の有する多面的機能を発揮し、地域農業の活性化を図るため、クラインガルテンを核として、都市住民と農村の交流を通した農村づくりを
目指す。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

指定管理者としてＪＡ茨城中央に管理運営を委託しており、定例会を開催し、目的に沿った
運営が行われるよう指導をしている。更なるサービスの向上に努める。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

指定管理者ＪＡ茨城中央に管理運営を任しており、定例会を通じて更なるサービス向上に向
けた取り組みをしている。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
指定管理者へ管理運営をしており、経費の削減に努めている。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

当市のグリーンツーリズムの拠点であり、都市と農村の交流を通した豊かな農村づくりに取り
組むことから、重要である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

　友部中学1年生を対象に，市の農業について事前研修し
学習する時間を設け，農家へ行き収穫体験をし，中学生の
発表会を行う。笠間クラインガルテンの卒業生で現在も笠間
と都市部の二地域居住を実践している方と笠間地域農業改
良普及センターと連携し事業を進める。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
事業廃止

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
中学生　　200名

総
合
計
画 友部中学校

笠間市農林業振興計画
根拠法令

細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

播種・管理・収穫
校内学習・収穫体験

作物の種まきから収穫までを体験した。

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

0

00

学生
中学生

中学生に農業体験を通じて食の大切さを感じてもら
う。

体験発表会 回

回
回

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標
成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

10

市単独

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

H22 単年度繰返し

○

継続

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

報償費 　   120千円
需要費    　 8千円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

0

0

0

校内学習・収穫体験

24年度（実績）

0.000

0

00.00

活
動
指
標

0.23 1,725

105

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

176

1,1250.15 0

0 0

0 0.00 0

0 0

0.00

1

207

26年度（目標） 27年度（目標）

1,253 0

3

4

0

25年度（目標）

1,125

事業費計（ア）

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

播種・管理・収穫

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

200

1

学生

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

0

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

グリーンツーリズム推進事業
（中学生農業体験事業）

グリーンツーリズム推進事業

２　グリーンツーリズム
３　都市農村交流の推進

　将来を担う中学生が，農業体験を
通じ健全な心身と豊かな人間性を育
む。また本事業を通じ農業の必要性
及び作物に対する理解を高める。

予
算
科
目

会計

1,830

千円

0

千円

千円

回

0

22年度（実績） 23年度（実績）

3

回

回

0 176

単位

千円

千円 2,006

千円

128

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

負担金の有無

0

0

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

体験発表会

人

128



将来を担う子供たちに、農業の大切さを身を持って体験させ、食の大切
さについて、学ばせることができ、一定の成果があったため事業を完了
する。

中学生に農業の大切さ、食に対する意識の向上を図ることにより、健全な心身の育成を図る。（学校からの要請）

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

学校内のプログラムにて対応が可能

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

本年度については、学校・行政の計画に基づき行われたが、２４年度については生徒たち
にテーマを決めさせて行うことにより、更なる効果が期待できる。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

学校側との意見として、２４年度は、生徒たちの自主性を持たせるため、テーマを持たせて
行うことになる。こちらからの押し付けではなく、考える機会を持たせることにより、更なる効果
が期待できる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 事業完了
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

－

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

農業体験事業については、二地域居住者（サポート倶楽部）の協力により行っており事業費
の削減の余地はない。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
農業体験を通じて、農業の重要性、食物の大切を学ぶ上で必要性が高い。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

　平成22年度に設立した「笠間サポート倶楽部」の総会や中
学生体験農業の体験発表・農作業の手伝いを行い，二地域
居住を継続し将来笠間市への定住を目指す

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
　平成22年度に設立した「笠間サ
ポート倶楽部」の総会や笠間市の行う
ＰＲ活動への手伝いを通して，二地域
居住を継続し将来笠間市への定住を
目指す

同左 同左

人

回

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

9

0

1,574

回中学生体験農業サポート

ボランテイア

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

グリーンツーリズム推進事業
（二地域居住者活動支援事業）

２　グリーンツーリズム
１　都市農村交流の活性化の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

114114 114

1,539

14

指標区分

二地域居住者

5

新規・継続

1,572

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

0

555

26年度（目標）

1,572

0

1,425 0.19 1,425

3333

33 33

8

1

24年度（実績）

1,539

34

33

1,425

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

0.25

2,019

1,989

1,875

22年度（実績） 23年度（実績）

0

14

14

0.19

35

30

30

35

114

1,425

114

0.19 0.191,4250.19

33

33 33

25年度（目標）

1,572

0

27年度（目標）

1,539

1,572

0

1,5391,539

114

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
　本市に愛着をもち地域居住を実践
する都市住民の地域貢献やボランテ
イア意識を活用し，地域活性化及び
グリーンツーリズムの推進を図る

予
算
科
目

会計
一般

市単独

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

H22 単年度繰返し

○

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

地域の活性化
継続
○

政策的事業

1212 12 12

目
的

単位
④

対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

クラインガルテン卒業生（二地域居住者）
二地域居住者

終了年度

グリーンツーリズム推進事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

活
動
指
標

25年度（計画）

人

回
二地域居住者の知的ノウハウを活かした地域貢献ボラ
ンティアの実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

中学生体験農業事業へのサポート及び講演会

中学生体験農業サポート

⑤
成果
指標

ボランテイア

笠間市農林業振興計画

負担金の有無

細目名

手
段

回

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

12

総
合
計
画

総会　　1回
中学生体験農業
4回参加

農業振興費

３　【年度目標】
報償費 25千円
需要費 10千円

笠間サポートクラブ

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

11事務事業番号



大切な組織であり、持続・拡大できるよう支援していくこと。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

農業部門のほか他の部門への活動に今後も引続き支援することにより、更なる効果が期待
できる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

ボランティア活動への支援であり、今後会員を増やして事業を拡大することから今後も支援
していく。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
活動費の一部の助成であり、削減の余地はない。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

ボランテイア活動の一部助成であり、廃止した場合、
活動費を自己負担となってしまう。協力していただく
組織で事業の拡大を目指していることから、一部助
成は当然と考える。

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

クラインガルテンの卒業生が笠間に愛着を持ち、ボランティア活動を行っている。市としての役割は情報の提供、活動への支援であり、本年度につい
ては中学生の体験農業事業でのサポートをしていただいた。次年度からは、事業を拡大したいとの要望がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

ガルテンの卒業生での組織であり、活動が農業部門に限り行ってきたが、組織がらの要望も
あり、今後は他の部門にも協力をいただけるよう進めていく。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

　農園の利用者確保のため，さまざまなイベントに参加しPR
活動を行う。また，利用者の確保と利用者と地域との交流を
目的にイベントを開催する

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
　農園の利用者確保のため，さまざま
なイベントに参加しPR活動を行う。ま
た，利用者の確保と利用者と地域との
交流を目的にイベントを開催する

同左 同左

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
イベント　5回
PR活動　10回

総
合
計
画 南指原管理組合

笠間市農林業振興計画
根拠法令

細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

PR活動
イベント収穫時にイベントを開催。利用者確保に向けたＰＲ活

動

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

10

2,416

2,0252,025

全区画数
南指原管理組合、利用者

サポート付農園の支援及び利用者の確保。イベントの
開催

利用区画数 区画

回数
回数

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
区画

対
象
指
標

30 30

成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

12

市単独

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

H22 単年度繰返し

○

継続

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

需用費 315千円
賃借料 100千円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

2,416

2,025

2,416

イベント

24年度（実績）

0.250

391

1,8750.25

活
動
指
標

150

0.23 1,725

105

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

366

1,8750.25 1,875

391 391

1,875 0.25 1,875

391 391

0.25

12 159

10

30 30

5

26年度（目標）

2018

5

27年度（目標）

5

30

2,440 2,416

20

7 5

10

2,025

25年度（目標）

10

2,025

事業費計（ア）

150150 150 150

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

PR活動

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

30

14

全区画数

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

391

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

グリーンツーリズム推進事業
（体験農業支援事業）

グリーンツーリズム推進事業

２　グリーンツーリズム
２　都市農村交流施設の更なる充実

　クラインガルテンをはじめ観光果樹
園，はたるの里など豊富な農村資源
を有する本戸南指原地区において，
更なる活性化及び交流人口の増大を
図ることを目的に平成23年4月オープ
ンした，会員制体験農園を支援する。

予
算
科
目

会計

1,830

千円

907

0

千円

千円

区画

907

22年度（実績） 23年度（実績）

6

10

回数

回数

907 366

単位

千円

千円 2,196

千円

415

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

391

391

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

利用区画数

区画

415



目的は評価できる。当分の間は、現状どおり支援していく。但し早期に
ひとり立ちできるよう指導していくこと。

体験農園については、オープン２年目を迎えたが、風評被害などの理由により、会員が集まらない状況である。このため、地元管理組合と連携して会
員確保のためイベントへの参加、ＰＡでのチラシ配布を行っているが、なかなか難しい状況である。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

地域の活性化を図る上で重要であるが、会員
が少なく苦慮している。地元組合と連携し、更
なるＰＲを行い会員確保を目指す。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

会員が少なく運営が厳しい状況である。当分の間支
援していかないと組織が潰れる恐れがある。市の発
案で開始した事業であるため、起動にのるまで支援
していく。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

現状での経営は大変厳しい状況であり、健全な運営が図れるまでの間は、支援していくこと
が必要と思われる。早期にひとり立ちできるよう指導していく。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

管理組合への働きかけをし、健全な運営が図れるよう指導していく。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
管理組合が健全な運営が図れるよう助成していくもので、削減の余地はない。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

サポート付きリゾート農園の適正な運営と地域の活性化を図ることから、地元管理組合と連
携し、会員確保を目指す。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・笠間の栗を考える会等の開催及び、かさま新栗まつり開催
・笠間の栗グレードアップ会議全体会議、幹事会の開催
・「栗づくし会席」開催
・農商観連携に伴う「笠間てくてく栗図鑑」発行
・栗のブランド化に向けた各種イベント等への参加

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
・笠間の栗を考える会、かさま新栗ま
つり実行委員会及び、かさま新栗ま
つりの開催
・笠間の栗グレードアップ会議全体会
議、幹事会の開催
・「栗ランチ」等の開催
・農商観連携に伴う「笠間てくてく栗
図鑑」発行
・各種イベント等への参加

同左 同左

人

回

人

人

人

回

栗づくしコースランチ参加者数

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0 1,256

0 0

11,050

4,963

50

8,942

11,000

15

50

人秋の陣来場者数

イベント来場者数

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

地場農産物PR事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

1,2561,256 1,256 1,256

6,131

6,294

指標区分

各種イベントへの参加回数

イベント参加回数

農業者

一般消費者

人 13,000

13,050

新規・継続

8,734

0

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

0

13,000

10

50

10

13,05013,050

10

50

13,000

10

50

13,050

26年度（目標）

8,734

50

10

0

13,000

10

4,875 0.65 4,875

2,6032,603

2,603 2,603

0 0

1,256

15

4,3744,374

12,900

24年度（実績）

6,489

0

0

0

0

19

12,50011,200

270 350

新栗まつり来場者数

2,603

0 0 0

4,875

238

11

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績）

00 0 0 0

27年度（計画）26年度（計画）

0

3,000,000 3,000,000 3,000,000

1.45

17,492

12,793

0 0

10,875

22年度（実績）

0

23年度（実績）

0.63 4,725

1,331

1,331

150 0525

0.65

2,303

4,699

4,174

2,453

662

4,875

358

0.65

0

0

0

0.654,8750.65

2,603

2,603 2,603

0

0

25年度（目標）

8,734

0

27年度（目標）

00

6,131

8,734

0

00

6,1316,131

28年度（目標）

0 0

28年度（計画）

0

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
「笠間ブランド」の確立や「地産地消」
など、本市の特性・優位性を活かした
農業の振興を積極的に推進するた
め、ブランド農産品の推進や地場農
産物の広報宣伝活動を実施する。

予
算
科
目

会計
一般

市単独

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

H21 単年度繰返し

○

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

継続
○

政策的事業

4,374

3,000,000 3,000,000

4,374

3,000,000

4,374

3,000,000

4,374

目
的

単位

各種イベントへの参加回数

④
対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

農業者、一般消費者
農業者
一般消費者

終了年度

地場農産物ＰＲ事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

10

11,470

11 19 10

活
動
指
標

25年度（計画）

人
人

人
市内農産物のＰＲ

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

新栗まつり来場者数
・かさま新栗まつりの開催、栗づくしコースランチ　等各
種イベントでのＰＲ
・栗のブランド化に向けた各種イベント等への参加

秋の陣来場者数

⑤
成果
指標

イベント来場者数

笠間市農林業振興基本計画
笠間市ブランド化推進協議会規約

負担金の有無

細目名

手
段 人

イベント参加回数

人

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

4,374

回
栗づくしコースランチ参加者数

人

総
合
計
画

主催イベント来場
者：12,000人
イベント参加回
数：10回

農業振興費

３　【年度目標】
報償費：30千円
旅費：120千円
需用費：1,590千円
役務費：256千円
使用料及び賃借料：8千円
補助金：450千円

回

市議会、農業委員会、ＪＡ茨城
中央、笠間地域農業改良普及
センター、商工会、県央農林

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

13事務事業番号



笠間産農産物の消費拡大、農家の所得向上のため必要である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

イベントのみならず、マスメディアへの登場などPR効果は高いが、一般消費者の認知度は
低いため更に取組が必要。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

「かさまの粋」認証品や、笠間産農産物の知名度向上等、更には農家の所得向上のため必
要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

イベントでの職員による販売は負担が大きいため、販売を担える組織作り等に取り組む必要
がある。新栗まつり実効委員会への補助金はH24までとし、以降は実行委員会が主体となっ
て進めることで調整済。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

主要農産物の消費の減少と生産農家の所得減少に
つながってしまう。

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

・自主的に取り組む意欲のある事業者とそう
でない事業者がおり、まずは事業者の意識を
変えていく必要がある。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

・農産物のブランド化やPRに伴うイベント等、
これまでは行政主導型で実施してきたが、今
後は主体を民間に移行し、行政はサポートす
る立場となるように徐々に移行していきたい。

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

特に無し

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

引き続き積極的にPRに取り組んでいく必要がある。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・広報紙やホームページを利用し市民に対して広く利用促進
の周知を図る。
・利用申請の受付、許可、利用料の徴収を行う。
・地権者3名への用地借地料の支払い。
・管理業務委託の発注。
・委託業者「笠間市シルバー人材センター」に対する監督指
導。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様 同左 同左

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
利用区画数
　６４区画

総
合
計
画

（社）笠間市シルバー
　人材センター

笠間市農林業振興基本計画
笠間市生き活き菜園の設置及び管理に関する条例根拠法令

細目名 関連計画款 項 目

手
段 回

世帯
広報紙掲載

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

栽培講習会
利用者交流事業

・市民農園の円滑な運営、管理
・栽培講習会、利用者交流事業の開催
・利用者募集の広報活動

ポスティング実施世帯

【DO】事務事業の実施

6

28年度（目標）

40

2,788

1,7011,701

非農業者世帯
非農業者

全８４区画の利用
利用契約区画数 区画

回
回

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
世帯

対
象
指
標

23,628 23,628

成
果
指
標

63

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁維持管理事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

14

市単独

産業経済部　農政課

―

所属部課名

評価区分

評価事業

H19 単年度繰返し

―

継続

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―

需用費              　　  36千円
管理運営委託料 1,006千円
土地賃借料             25千円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

2,788

1,701

2,788

利用者交流事業

24年度（実績）

693 666627

0.211,875

1,087

1,5750.21

活
動
指
標

126

0.12 900

94 54

0.25

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

419

1,5750.21 1,575

271 221

816 866

1,575 0.21 1,575

1,087 1,087

0.21

60 7065

40

23,628 23,628

5

26年度（目標）

8075

5

27年度（目標）

5

23,628

1,000

2,767 2,788

6

0

3

38

6 5

40

6

1,000

6

1,000

1,701

25年度（目標）

40

1,701

事業費計（ア）

1,000

126126 126 126

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

栽培講習会

ポスティング実施世帯

地方債

その他

時間外

広報紙掲載

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

回

23,752

57

非農業者世帯

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

421

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

生き活き菜園はなさか事業

生き活き菜園はなさか事業

２　グリーンツーリズム
２　都市農村交流施設の更なる充実

自然・健康志向、食の安全安心、野
菜づくりを通した生きがいづくりなどの
住民ニーズに応えるため、市民農園
を整備し利用促進することで、市民が
気軽に栽培活動に取り組める環境づ
くりを行うとともに、耕作放棄地の有効
活用を図る。
○平成１９年４月開園
○施設概要
　１区画30㎡、全84区画、
　利用料１万円／１区画、付帯施設：
　農機具倉庫、水道施設、トイレ、他
○平成２３年度より管理運営業務を一
部委託。

予
算
科
目

会計

954

千円

497

0

1,969

千円

千円

区画

2,466

750

22年度（実績）

4

40

2

23,572

23年度（実績）

673

5

39

5

回

回

497 1,046

単位

千円

千円 2,000

千円

1,066

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

321

1,087

766

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

利用契約区画数

世帯

世帯

373



利用者の意見として満足しているとの意見であるので、継続する。また、
空き区画を活用し、共同作業を行っているとのことであるが、全区画を埋
めるようなことを前提に会員確保に努めること。

健康上または多忙のため農園を管理できなくなり、利用を中止するものが出た。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

委託初年度ということもあって、職員の関与が多かったが、委託業者との協議により負担の
軽減を図る事とする。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

本年度より、管理運営をシルバー人材センターへ委託してあり、職員が管理していたことと
比較しても従事する時間などが減少するなど有効な手法といえる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
委託することにより、職員の人件費が削減できていることから更なる経費の削減はない。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

８４区画全体が埋まっていない状況であるが、利用者の意見などを聞くと、満足している。ま
た、空き区画を活用して行っている共同作業についても好評であり、適切である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・「かさまクラフト農業シンポジウム」開催
・「地産地消・笠間秋冬グルメ講座」全４回開催
・安全・安心な地場農産物を学校給食に提供するための、生
産者との打合せ会
・栽培講習会の開催
・農産物の加工品の研究、開発

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
・地産地消情報発信、地産地消イベ
ントの開催
・学校給食に提供する地場農産物の
品目拡大
・付加価値販売につなげる農産物加
工

同左 同左

栽培講習会受講生数

品目

品目

人

人

人

品目

加工品の研究、開発

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

974

7

16

5,674

77

4

6,244

3

18

3

回料理教室開催回数

料理教室受講生数

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

地場農産物振興拡大事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

4,650

5,948

指標区分

加工する品目の選定

学校給食への食材提供数

農業者

一般消費者（笠間市常住人口）

回

新規・継続

5,039

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

22

3

33

3

21

3

15

26年度（目標）

5,039

3

20

5

19

4,650 0.62 4,650

389389

389 389

900

4

4,3744,898

13

24年度（実績）

5,921

4

274

17

66

0 5

栽培講習会の回数

389

4,650

274

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

79,181 78,279

0.87

8,242

7,896

6,525

22年度（実績） 23年度（実績）

0.72 5,400

274

69

0.62

254

346

346

323

397

4,650

371

0.62 0.624,6500.62

389

389 389

25年度（目標）

5,039

27年度（目標）

4,650

5,039

4,6504,650

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
農産物の生産振興、組織化により農
業経営の安定化を図るため、学校給
食の食材提供拡大、地産地消の推
進、栽培技術の承継、農産物の加工
などに取り組む。

予
算
科
目

会計
一般会計

市単独

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

平成22年度 単年度繰返し

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

継続
○

政策的事業

4,374

79,456

4,374 4,374 4,374

目
的

単位

加工する品目の選定

④
対象
指標

e

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

農産物生産者、一般消費者
農業者
一般消費者（笠間市常住人口）

終了年度

地場農産物振興拡大事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

3

0

4 3

活
動
指
標

25年度（計画）

人

人

人

人
消費・加工・生産を通しての、市農産物の価値再発見

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

栽培講習会の回数栽培講習会、加工品開発、学校給食への地場農産物
の提供

料理教室開催回数

⑤
成果
指標 栽培講習会受講生数

料理教室受講生数

笠間市農林業振興基本計画

負担金の有無

細目名

手
段 品目

学校給食への食材提供数

回

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

4,374

品目
加工品の研究、開発

回

総
合
計
画

料理教室受講者
数　１６名
学校給食納入品
目数　２０品目
農産物加工研究
品目数　４品目

農業振興費

３　【年度目標】
報償費        70,000円
旅費　　　 　　　9,000円
需用費　　　177,470円
委託料　　　  66,220円

品目

茨城県農業総合セン
ター

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

15事務事業番号



地場農産物の生産振興を図り、学校給食への食材提供拡大や地産地
消の推進、栽培技術の承継などにより、農業経営の安定化を図るに当
たって必要な事業である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

広報紙やHPなどの情報媒体を使うことにより、講習会や料理教室の参加者のみに限らず、
同時に多数の市民に対して地場農産物または地域農業を周知できる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

地場農産物の安心・安全をＰＲして消費拡大を図りながら、地域農業振興を行う当事業は、
必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

農産物の加工は良質な１次加工品の研究開発必要であり、かつ、各事業者との需供調整も
必要とされ活動量の削減の余地はない。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

近年は、農産物の安全・安心を見直す世論が目立ち、生産者と消費者の直接対話が注目されている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

　地場農産物振興のためには有効であり効率的である。地産地消を推進するうえでもと必要
と考える。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・認定農業者会の総会等において、補助事業概要の配布
・集落営農組織の代表者を戸別訪問し、事業要望の調査
・笠間地域農業改良普及センターの情報提供により、新規就
農予定者の把握と補助事業の案内

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
・認定農業者会の総会等において、補助
事業概要の配布
・集落営農組織の代表者を戸別訪問し、
事業要望の調査
・笠間地域農業改良普及センターの情報
提供により、新規就農予定者の把握と補
助事業の案内
・各種補助金を活用し、就農してからの経
営リスクを負っている新規就農者の所得
安定化の確保をすることを目的に支援

同左 同左

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
長期研修助成２名

総
合
計
画

笠間地域農業改良普
及センター

笠間市農林業振興基本計画
笠間市農業振興対策事業補助金交付要綱根拠法令

細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

補助事業の情報提供数
優良農家で実施する農業研修に係る費用について助
成

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

3

10,654

2,2672,267

認定農業者
集落営農組織、認定農業者、新規就農予定者

高度化していく農業経営に対応できる農業者を育成
する。

集落営農組織

助成対象者
新規就農予定者

組織

人

回

人目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

133 133

成
果
指
標

3

2

7

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 1/2以内

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

16

市単独

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

Ｈ２１ 継続実施

○

継続

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

長期研修助成　200千円
報償費　　　0円
普通旅費　　4千円
役務費　　　2千円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

10,654

2,267

10,654

24年度（実績）

0.286,075

8,387

2,1000.28

活
動
指
標

167

0.21 1,575

128 95

0.81

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

509

2,1000.28 2,100

8,387 8,387

2,100 0.28 2,100

8,387 8,387

0.28

2 21

3

2

133 133

8

3 2

8 8

26年度（目標）

22

2

8

27年度（目標）

133

2,473 10,654

3 3

2

8

2,267

25年度（目標）

3

2,267

事業費計（ア）

167167 167 167

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

補助事業の情報提供数

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

144

1

2

認定農業者

集落営農組織

新規就農予定者

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

8,387

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

担い手対策強化促進事業

担い手対策強化促進事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

認定農業者や集落営農組織の育成・
支援のために、自らが行う経営改善
活動に対する支援措置や市内農業
後継者が農業大学校や県内外の先
進農家において農業経営・技術を習
得するための助成措置により、活力あ
る農業者を育成し、笠間市農業の発
展を図る。
新規就農者定着事業（市単「新
規」）、青年就農給付金事業（市上乗
せ）、営農研修等受講料助成事業
（市単「新規」）、農業後継者・長期研
修助成補助金及び農業機械・生産施
設更新整備事業については、笠間市
の農業を担う者の育成及び確保並び
にその定住の促進を図ることを目的と
して支援を図る。

予
算
科
目

会計

1,670

千円

1,428

6,203

千円

千円

組織

人

人

7,631

22年度（実績）

3

156

8

23年度（実績）

3回

1,428 509

単位

千円

千円 2,179

千円

206

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

8,387

8,387

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

助成対象者

人

206



農業後継者の育成確保の観点から必要である。経営分析関連の事業に
ついては、内容を精査し、取り組みやすい事業とするため検証をするこ
と。

近年、農家数の減少や耕作放棄地の増加などに見られるように、農業は年々厳しい環境に置かれている。この打開策として、国は新規就農者を増や
す政策を進めているが、これらの政策は、基盤が弱い新規参入者が優遇される傾向にあり、単純な親元就農（後継者）は補助の対象と見られないこと
が多い。このため、笠間市としては経営基盤がある程度しっかりしている認定農業者の後継者を育成するために、あらゆる面から支援していく必要があ
る

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

長期研修補助については、農業後継者を確
保する目的から重要な事業である。経営診断
事業については、決算がきちんとできないと
診断は出来ない。２４年度については、この
決算が出来るように支援していく。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

長期研修補助については、農業後継者の確保という大きな目的があり必要である。本年度
予算化した経営分析の事業については、決算が確実に行われることが条件となっており、普
及センターに協力依頼をし支援していく。２４年度については経営分析関連の予算ではな
く、決算に対する支援を行う。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

本年度は、要望により経営診断を予定していたが、該当者がなく、実施することが出来な
かった。事業内容を精査し、活用できる事業にすること。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
主に人件費が経費となっており、削減は図れない。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

営農組織の法人化を図る上で、ネックとなっていることは経理の問題であり、専門的な知識
を有する税理士等の支援が必要である。また、後継者確保の観点から、長期研修のための
費用負担も継続していく必要がある。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・笠間市土づくり運動推進協議会の開催
・土壌診断実施体制強化事業（国補）の実施
・農業者戸別所得補償制度（耕畜連携助成）の実施
・霞ヶ浦等資源循環促進事業の実施
・たい肥、土壌及びサイレージ成分分析の実施
・特殊肥料届出の推進
・土づくりセミナーの開催　等

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
・笠間市土づくり運動推進協議会の
開催
・経営所得安定対策（耕畜連携助成）
の実施
・霞ヶ浦等資源循環促進事業の実施
・たい肥、土壌及びサイレージ成分分
析の実施
・特殊肥料届出の推進
・土づくりセミナーの開催
・先進地視察研修の実施　等

同左 同左

回

名

名

㎡

名

マッチング活動（説明会等）

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

199,270

2,206

30

646

3

20

回普及啓発情報提供数

たい肥散布面積

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

土づくり運動推進事業

１　農林業
２　自然と共生による農林業の展開

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

450

2,450

指標区分

施肥設計の見直し実施者

特殊肥料届出者

販売農家

回 3

400,000

新規・継続

513

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

3

3

10

90

500,000500,000

80

10

3

10

300,000

26年度（目標）

513

10

5

3

450 0.06 450

6363

63 63

41

5050

198,000

5

24年度（実績）

486

5

33

5 5

講習会

63

450

106

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

1,000 1,000 1,000

0.11

949

875

825

22年度（実績） 23年度（実績）

0.28 2,100

244

244

0.06

160

74

74

160

50

450

36

0.06 0.064500.06

63

63 63

25年度（目標）

513

3

27年度（目標）

450

513

3

450450

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
　農業の持つ物質循環機能を生かし
生産性との調和に留意しながら、土
づくりを通じて化学肥料、農薬の削減
を図ることにより環境負荷の軽減に配
慮した環境保全型農業を推進する。

予
算
科
目

会計
一般

市単独

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

平成21年度 単年度繰返し

○

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

継続
○

政策的事業

50

1,000 1,000

50

1,000

50

1,000

50

目
的

単位

施肥設計の見直し実施者

④
対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

畜産農家、耕種農家
特殊肥料届出者
販売農家

終了年度

土づくり運動推進事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

70

5,000

0 43 60

活
動
指
標

25年度（計画）

名
名

㎡
畜産たい肥地域内流通体制の確立

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

講習会
・継続的なたい肥成分分析の実施
・土づくり実証圃の設置
・農業者戸別所得補償制度（耕畜連携助成），霞ヶ浦
等資源循環促進事業を活用したマッチング活動

普及啓発情報提供数

⑤
成果
指標

たい肥散布面積

笠間市土づくり運動推進計画
（政策）笠間市土づくり運動推進方針

負担金の有無

細目名

手
段 回

回

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

50

マッチング活動（説明会等）
回

総
合
計
画

たい肥流通体制
の整備
飼料用稲：5ha
飼料用米：5ha
施肥設計の見直
し
改善生産者：30名

農業振興費

３　【年度目標】
報償費　　　　10,000円
旅費　　　　　 11,000円
需用費　　 　136,000円
負担金　　　　　3,000円

名

笠間市土づくり運動
推進協議会

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

17事務事業番号



笠間市土づくり運動推進方針に基づき、農業生産基盤となる豊かな土
づくりを推進するため、継続して実施する必要がある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

国補事業を導入し,土壌分析，土壌診断結果を施肥設計に結びつけたことは評価するが，
定着するような働きかけが必要である。新規需要米実施地域へのたい肥散布については，
コスト分析まで実施し，削減効果が実証できれば波及することが推察される。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

総合計画に「家畜排泄物の適正資源化」，「耕種農家と畜産農家との連携促進」が明記され
ているが，特殊肥料の届出推進，継続的なたい肥成分分析，たい肥生産者リスト作成による
情報提供，コントラクター育成，新規需要米圃場への資源循環等，行政による普及啓発，
コーディネート機能により少しずつではあるが成果が表れている。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

たい肥流通体制の事例が途上段階から発展段階へと進展する過程において，事例に応じ
た効率的に散布できるシステムが生産者主導で検討がなされ，行政関与は縮小するのでは
ないか。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

到達点の設定をどこに置くのかが焦点とな
る。例えば，たい肥センターを建設し，資源循
環拠点への位置づけという方法もあるが，現
実的には，たい肥の取引条件やコントラク
ター組織の概要などの情報提供を，普及啓
発活動も家庭菜園等のサラリーマン農家など
をも対象とした活動ではなく，作物や組織を
絞り込んで重点的に活動を展開する方向へ
シフトしてもよい時機にあるのではないか。

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

　消費者の「安全・安心」ニーズの高まり、また、肥料費の高騰から化学肥料に依存しない栽培体系への転換が求められている。さらに、近年の環境
湖沼税の充当事業として、茨城県では霞ヶ浦等資源循環促進事業が創設された。「土づくり」に対する関心度は、消費者、畜産農家、耕種農家にお
いて高まってきている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

「土づくり」による農作物が付加価値販売できるのであれば，飛躍的な拡大が望めるのかもし
れないが，現実的には難しい。有利な補助事業を活用しながら，たい肥散布面積の増加を
図るとともに，普及啓発活動を地道に行っていくことが適当ではないか。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・事業要望調査
・事業実施計画書作成の指導、助言
・実施計画承認申請、補助金交付申請に係る調整事務
・補助事業実績確定による補助金交付事務

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
新規栽培者確保
３名程度

総
合
計
画

JA茨城中央、笠間地
域農業改良普及セン
ター

笠間市農林振興基本計画
（政策）笠間市農業振興対策事業補助金交付根拠法令

細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

「花の匠」による新規者指導研修会開催
「花の匠」及び「花の匠サポーター」動員小菊栽培経験豊富な生産者「花の匠」による、新規

栽培者への技術伝承

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

0

00

部会員数

新規者出荷本数

ＪＡ茨城中央花卉部会

小菊有力産地としての生産力及び販売力の維持
新規栽培者数（平成２１年度「匠」制度開

本

人

回

円

人

目
的

単位

新規者出荷額

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標
成
果
指
標

14

13,800,000 19,020,000

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 1/2以内

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

18

市単独

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

平成２１年度 平成２５年度

○

継続

共催者・関係団体

一般 農業水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ○

笠間市花き産地強化支援事
業費補助金
350,000円（補助率1/2以内）

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

0

0

0

0

0 0

「花の匠」及び「花の匠サポーター」動員数

24年度（実績）

0 00

0.161,125

0

0

0

活
動
指
標

96

0.16 1,200

55 73

0.15

24年度（実績）

0 0

25年度（計画） 28年度（計画）

0

347

1,2000.16 1,200 0 0

0 0

478,000

27,000,00024,440,000

500,000

25

490,000

24

96

26年度（目標） 27年度（目標）

97

1,646 1,550

15

6 6

1,200

25年度（目標）

20

0

0 0

1,296

事業費計（ア）

0

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

「花の匠」による新規者指導研修会開催回数

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

新規者出荷本数

94

17

部会員数

本 357,000

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

350

0

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

主要農産物生産振興支援事業
（花き産地強化支援事業）

主要農産物振興拡大事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

主要農産物である花きの生産振興を
支援するため、生産組織等が行う新
規栽培者の育成・確保等の取組みに
対し、経費の一部を支援することで、
産地としての生産体制強化を図る。

予
算
科
目

会計

0 0

1,273

千円 0

0

323

1,180

千円

千円

人

1,503

22年度（実績）

6

11

94

23年度（実績）

6

21

人

回

0

323 347

単位

千円

千円

0

1,620

千円

350

0

23年度（実績）

0

単位

千円 0

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

350

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

円

新規栽培者数（平成２１年度「匠」制度開始以来累計）

新規者出荷額

人

350



県銘柄産地である「小菊」の強化・拡大や先進的な技術の実証を行い農
家の経営安定のためにも必要な事業である。

小菊新規栽培者は、定年帰農や他作物からの転換の例が多い。また、新規者の栽培面積は平均約11ａと小さく、天候や病害虫の影響を大きく受けた
場合潰しが利かないという懸念がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

「花の匠」及び「花の匠サポーター」６名は、
平成２１年度の制度開始より、平成２３年４月
任期満了に伴う委嘱手続き更新を経て、以
来その職についている。やがて「花の匠」また
は「花の匠サポーター」が高齢を迎え、職を
退いた後、「花の匠」の後継の確保を検討す
るべき。あるいは、負担分散のために「花の
匠」または「サポーター」増員の検討。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

当産地の小菊は、その生産力と高品質により市場か
ら厚い信頼を得ている。「花の匠」から新規者への技
術伝承活動が縮小ないし停止すると、産地全体の生
産力が減退する。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

引き続き、新規栽培者への支援を行い、経過を確認していく。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

新規栽培者育成に対する支援の有効性は高いが、その波及効果は単年度では計れない。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

「花の匠」人材確保と、新規栽培者確保を並
行して行う。

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
確実な技術伝承のためにも、費用または人員削減の余地はない。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

対象としている「小菊」は、笠間の主要農産物であり、これらの生産性を高めることは農業振
興のうえで必要である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・生産農家に対して、補助事業概要の配付、広報紙やホー
ムページを利用し広く事業内容の周知を図る。
・補助事業の申請受付、内容審査、補助事業実績確認、補
助金交付確定及び補助金交付事務

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
・生産農家に対して、補助事業概要
の配付、広報紙やホームページを利
用し広く事業内容の周知を図る。
・補助事業の申請受付、内容審査、
補助事業実績確認、補助金交付確
定及び補助金交付事務

同左 同左

回

戸

本

件

予約相対取引（品種別）の販売促進活動

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

13,193

2,443

10

4,894

3

10

回補助事業の情報提供数

交付対象栗苗数

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

主要農産物生産振興支援事業
（主要農産物生産振興支援事業）

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

2,700

3,614

指標区分

交付対象件数

栗生産農家

回

新規・継続

3,150

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

10,000

26年度（目標）

4,650

10

5

3

2,700 0.36 2,700

4501,950

1,950 450

260

900900

10,000

10

24年度（実績）

2,915

5

1,171

33

5 5

品種別出荷メリットの情報提供

1,950

2,700

118

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

0.06

1,975

477

450

22年度（実績） 23年度（実績）

0.31 2,325

1,171

1,498

0.36

1,979

1,498 1,979

27

2,700

215

0.36 0.362,7000.36

1,950

1,950 1,950

25年度（目標）

4,650

27年度（目標）

2,700

4,650

2,7002,700

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○ ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
　主要農産物である栗及び梨の生産
振興を図るため、生産組織等が行う
新規栽培者の育成、確保や樹園等の
植栽、管理等の取組みに対し経費の
一部を支援することで、産地としての
生産体制強化を図る。

予
算
科
目

会計
一般

市単独 農水省

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率 定額

平成21年度
栗：H27年度
梨：H29年度

○

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

継続
○

政策的事業

900 900

目
的

単位

交付対象件数

④
対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

栗・梨生産農家等
栗生産農家

終了年度

主要農産物生産振興支援事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

7,813

224 248 250

活
動
指
標

25年度（計画）

戸

本
栗・梨の生産振興

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

品種別出荷メリットの情報提供
栗・梨苗購入費の一部補助

補助事業の情報提供数

⑤
成果
指標

交付対象栗苗数

笠間市農林業振興基本計画
笠間市農業振興対策事業補助金等交付
要綱

負担金の有無

細目名

手
段 回

回

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

予約相対取引（品種別）の販売促進活動
回

総
合
計
画

・交付対象栗苗数
　栗：10,000本
　梨：1,500本

農業振興費

３　【年度目標】
補助金　1,979千円

件

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

19事務事業番号



主要農産物である栗の生産振興を図り、新規栽培者の育成･確保や樹
園等の植栽･管理等の取組み、産地としての生産体制強化を図るため必
要な事業である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

栗の産地認知度が少しずつではあるが高まりつつある、こうしたことから、流通業者、菓子業
者、酒造業者などからの照会も増えつつある。こうしたことの一端が、加工業者からの引き合
いが強い「丹沢」、3,327本（H22）、3,684本（H23）と急拡大している。平成23年度からの新規
事業「栗改植促進事業」との相乗効果も発揮されているようである。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

品種更新計画の実施状況（品種構成）、予約相対取引の現状及び今後の見通しなど、総合
的な見地から推奨品種の見直しも検討課題の１つではあるが、経済性の観点からも改植等
を推進することは所得向上にもつながることであり、目指すべき方向性は概ね妥当である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

茨城中央農協と連携し，補助事業概要の情報提供，補助金交付申請や実績報告の取りま
とめ，振替処理など，業務の効率化を実施してきており，更なる効率性を望むのは難しい。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

課題無し

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

拡  　　　　　充

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

　栗の消費低迷による取引価格の低廉化、また、栗生産者の高齢化などによる担い手の減少など販売、生産両面のいずれの観点からも取り巻く環境
は厳しさが増すばかりである。産地の維持形成を実現するためには、市場出荷に依存しない、価格決定権のある事業者向け予約相対取引の増加が
求められる。栗は、加工特性の高い商材であり、こうした需要を取り込むための生産基盤の強化は必須であるとの認識が広まりつつある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

前述にあるように、栗改植促進事業との相乗効果が期待される。この事業は平成24年度に
は事業範囲、予算ともに拡充がされる見込みである。連動性もあることから予算の確保に努
めていただきたい。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・生産農家に対して、補助事業概要の配付、広報紙やホー
ムページを利用し広く事業内容の周知を図る。
・補助事業の申請受付、内容審査、補助事業実績確認、補
助金交付確定及び補助金交付事務

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
・栗改栽培面積
　8.0ha

総
合
計
画

笠間市農林業振興基本計画
笠間市農業振興対策事業補助金等交付要綱根拠法令

細目名 関連計画款 項 目

手
段 回予約相対取引（品種別）の販売促進活動

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

補助事業の情報提供数
品種別出荷メリットの情報提供

栗の改植に伴う費用について助成

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

3,525

3,5253,525

栗生産農家
栗生産者、栗生産組織

栗の生産拡大、品種別出荷の推進
交付対象面積 ㎡

回

件

回

目
的

単位

交付対象件数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標
成
果
指
標

20

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 定額

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

20

市単独

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

平成23年度 平成27年度

○

新規

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

補助金　4,865千円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

9,125

3,525

9,125

品種別出荷メリットの情報提供

24年度（実績）

3,003

0.470

5,600

3,5250.47

活
動
指
標

281

0.12 900

54

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

3,1500.42 3,525

5,600

3,525 0.47 3,525

5,600 0

0.47

4025

100,00078,193

900

26年度（目標） 27年度（目標）

900

8,296 9,125

1010

5

3 3

3,525

25年度（目標）

5

3,431

事業費計（ア）

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

補助事業の情報提供数

地方債

その他

時間外

予約相対取引（品種別）の販売促進活動

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

回

900

45,000

栗生産農家

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

5,600

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

主要農産物生産振興支援事業
（栗改植促進事業）

主要農産物生産振興支援事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

主要農産物である栗の生産振興を図
るため、生産組織等が行う新規栽培
者の育成、確保や樹園等の植栽、管
理等の取組みに対し経費の一部を支
援することで、産地としての生産体制
強化を図る。

予
算
科
目

会計

954

千円

0

千円

千円

㎡

0

22年度（実績） 23年度（実績）

3

5

10

回

回

0 3,003

単位

千円

千円 3,957

千円

4,865

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

5,600

5,600

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

件

交付対象面積

交付対象件数

件

4,865



市の主要農産物である「栗」の生産振興にとって必要な事業である。

　栗の消費低迷による取引価格の低廉化、また、栗生産者の高齢化などによる担い手の減少など販売、生産両面のいずれの観点からも取り巻く環境
は厳しさが増すばかりである。こうした状況下において、産地の維持形成を実現するためには、市場出荷に依存しない、価格決定権のある事業者向
け予約相対取引の増加が求められる。栗は、加工特性の高い商材でり、こうした需要を取り込むための生産基盤の強化は必須であるとの認識は生産
者にも広まりつつある

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

平成23年度からの新規事業のため，事業周
知が十分ではなく，市民の補助事業に対する
認識が甘く，申請前に着手しようとする生産
者が散見された。広報等による周知徹底はも
ちろん，任意組織等の協力をいただき，会議
や講習会の際には情報提供をしていただくよ
う要請する。
事業の実績確認については，品種別管理が
できる圃場か，面的拡大ができたかの２点を
重視
する方針とし，現地作業を軽減化する。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

前述の制度設計、助成単価のあり方についてだが、事業実施期間を短期間とし、集中的に
実施するのか、終期を設定せず、継続的に実施していくのかの全体方針の決定が前提とな
る。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

茨城中央農協や地元加工業者などと連携し、個別生産者、生産部会や任意組織など事業
周知の更なる徹底を実施することで、より事業効果が発揮できるのではないか。栗苗植栽事
業と合わせ、推奨品種への飛躍的な生産拡大となるよう実効性確保に努めること。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

拡  　　　　　充

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

補助金の制度設計では、抜根、整地、土壌改良等、改植に要する経費として10ａあたり70千
円を助成となっているが、事業実施状況を精査の上、助成単価の見直しも必要ではない
か。また、申請圃場の事前確認、整地状況確認、実績測量を行っているが、業務プロセスに
検討余地がある。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

品種更新計画の実施状況（品種構成）、予約相対取引の現状及び今後の見通しなど、総合
的な見地から推奨品種の見直しも検討課題の１つではあるが、経済性の観点からも改植等
を推進することは所得向上にもつながることであり、目指すべき方向性は概ね妥当である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

農業者への事業概要の周知
補助事業実施に伴う事務手続き
取組確認

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
取り組み者数
　　　　　　3名

総
合
計
画

根拠法令
細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

周知活動
事業確認

環境保全型農業実践者への助成

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

3

3,426

3,0753,075

農業者
農業者

環境にやさしい農業の推進
環境保全型農業の実施面積 ㎡

回

人

回

目
的

単位

実践者数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

4,374 4,374

成
果
指
標

53

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 定額

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

21

国・県補助 農林水産省

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

Ｈ23 単年度繰返し

―

新規

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ○

補助金　108千円

実施手法

175 175

26年度（計画） 27年度（計画）

3,426

3,075

3,426

53 175

事業確認

24年度（実績）

－

0.410

351

3,0750.41

活
動
指
標

185

0.11 825

50

24年度（実績）

－

25年度（計画） 28年度（計画）

7

2,7000.36 3,075

176 176

3,075 0.41 3,075

351 351

0.41

53

60,000 60,00026,900

3

4,374 4,374

20

26年度（目標）

100,000100,000

25

27年度（目標）

25

4,374

2,993 3,426

3

15 20

3

1010

3,075

25年度（目標）

3

2,885

事業費計（ア）

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

周知活動

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

4,374

3,300

農業者

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

176

－

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

環境保全型農業直接支援対策事業

環境保全型農業直接支援対策事業

１　農林業
２　自然と共生による農林業の展開

　地球温暖化防止や生物多様性保
全のため環境保全効果の高い営農
活動に取り組む農業者を拡大するこ
とを目指すと共に支援する。

予
算
科
目

会計

875

千円

0

千円

千円

㎡

0

22年度（実績）

4,898

23年度（実績）

10

2

回

回

0 14

単位

千円

千円 889

千円

108

　

23年度（実績）単位

千円 7

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

176

351

175

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

人

環境保全型農業の実施面積

実践者数

人

55



環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業者を支援する事業であ
り、今後も注目度が高く必要な事業である。

特に無し

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

課題無し

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

環境保全及び食の安全・安心が求められいてる中で、市内農業者の環境に配慮した農業
への取り組みの契機として必要である。しかし、現状では点での活動になっておりこれらを集
落単位で押し進めていく必要がある。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
　

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・生産者、任意組織などを対象とした事業要望調査の実施
・事業実施計画書作成の指導、助言
・実施計画承認申請、補助金交付申請に係る茨城県との調
整事務
・補助事業実績報告に係る内容審査
・補助事業実績確定による補助金交付事務

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

団体

名

ｔ

ｔ

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

13

0

3,605

30

回補助事業要望調査

高付加価値栗出荷量

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

食と農のチャレンジ事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

975

0

指標区分

地域ブランド米出荷量

生産組織

認定農業者

回 30

12

新規・継続

3,078

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

3

30

160

1212

160

30

12

26年度（目標）

3,078

3

30

975 0.13 975

2,1032,103

150

100

11

24年度（実績）

1,053

3

30

3

事業調整

975

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

2,552

150 133 150

0.13

3,425

1,034

2,391

975

22年度（実績） 23年度（実績）

0

0

0.13

2,391 2,552

59

975

78

0.13

2,1032,103

0.139750.13

2,103 2,103

25年度（目標）

3,078

3

27年度（目標）

975

3,078

3

975975

28年度（目標）

2,103 2,103

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○ ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
　農業以外の人々の意見も積極的に
取り入れながら、農業者や農業関係
者が主体となって展開する「いばらき
農業元気アップ作戦」を通じた企画
提案による創意工夫ある新たな取組
みを支援する。

予
算
科
目

会計
一般

県補助 茨城県

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率 １/2，1/3

平成23年度 単年度繰返し

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

新規
○

政策的事業

100

150

100

150

100

150

100

目
的

単位

地域ブランド米出荷量

④
対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

生産組織、認定農業者
生産組織
認定農業者

終了年度

食と農のチャレンジ事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

160153 160

活
動
指
標

25年度（計画）

団体
名

ｔ
儲かる農業（高品質化）、アグリビジネスの推進を図る

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

事業調整事業主体自らが創意工夫し行う新たな取組みへの助
成

補助事業要望調査

⑤
成果
指標

高付加価値栗出荷量

茨城農業改革大綱
食と農のチャレンジ事業実施要領

負担金の有無

細目名

手
段

回

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

100

回

総
合
計
画

・農業経営にIT化
を導入
事業費：3,675千
円
・自然薯有効利用
等
事業費：800千円

農業振興費

３　【年度目標】
補助金　2,552千円

ｔ

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

22事務事業番号



農業を取り巻く環境がどんどん厳しくなってきているなかで、農業に関す
る新たな取組について支援する事業であり、今後も必要な事業である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

平成23年度新規の補助事業であり，単年度ごとの事業応募という形となっている。農業者の
企画書作成の際には，事業効果を高めることができるよう指導，助言を実施している。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

「安全・安心」，「エコ農業・食育」，「販路拡大・輸出」，「儲かる農業（高品質化）」，「アグリビ
ジネス」などの取組みへの補助である。単なる量的拡大を図り，市場への供給量を高めれば
よいという時代ではなく，どのようにしたら差別化ができるのかということを農業者自らが考
え，実践する自由度が補助事業であり，消費者ニーズに応えるための支援制度と認識して
いる。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

他の茨城県単独補助事業と同様だが，茨城県が定めた補助金交付要項，交付要領に基づ
き，補助金交付手続きを粛々と進めるだけで，人件費削減の余地はない。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

課題無し

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

　農産物価格の低迷及びコストの上昇による経営環境の不安定化や、少子高齢化の進行による国内需要の先細りが見込まれるなど、農業をめぐる情
勢は近年劇的に変化している。農業を持続的に発展させていくためには、安全安心で高品質な農産物の供給や、加工など付加価値の高い商品づく
り、都市農村交流による農村地域の活性化など、消費者に求められる農業を目指すことが必要。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

平成23年度は，３事業主体が事業実施しており，茨城中央農協栗部会は，「ぽろたんの加
工研究」，上郷地域うまい米づくり研究会は，「地域ブランド米の商標登録」，ナガタフーズは
「栗菓子商品化のための機械整備」とそれぞれが今後の付加価値販売の基盤づくりができ
たのではないかと評価している。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・県協議会への損害賠償請求
・「放射性物質検査申請書」への記入依頼
・サンプルを受け取り、検査実施
・検査結果について、申請者へ説明

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
・県協議会への損害賠償請求
・「放射性物質検査申請書」への記入
依頼
・サンプルを受け取り、検査実施
・検査結果について、申請者へ説明

同左 同左

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
・損害賠償請求ゼ
ロ

総
合
計
画

根拠法令
細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

損害賠償請求額

損害賠償請求

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

0

1,500

0

1,5001,500

農業者
農業者

原発事故に伴う市内産農産物の風評被害等による損
害額を賠償する

損害賠償請求者 人

円

人

目
的

単位

簡易検査申請者

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

4,374 4,374

成
果
指
標

085

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

23

市単独

産業経済部　農政課

―

所属部課名

評価区分

評価事業

Ｈ２３ 単年度繰返し

―

新規

共催者・関係団体

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

0

実施手法

0 0

26年度（計画） 27年度（計画）

0 0

1,500

1,500

00

1,500

0 0

24年度（実績）

0 00

0.200

0

0

1,5000.20

活
動
指
標

120

0.20 1,500

91

24年度（実績）

00 0

25年度（計画） 28年度（計画）

0

0

0

1,5000.20 1,500

0 0

0 0

1,500 0.20 1,500

0 0

0.20

0101

0 012

4,374 4,374

26年度（目標）

00

27年度（目標）

4,374

1,620 1,500

5,864,156

00

1,500

25年度（目標）

0

0 0

1,620

事業費計（ア）

0

0

0

0

0

0 0

0

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

損害賠償請求額

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

4,374

27

農業者

県支出金

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

財
源
内
訳

0

0

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

原発事故損害賠償請求事務

１　農林業
３　健康増進の生産・生活環境づくり

原発事故発生に伴い、市内産農産物
の損害賠償請求及び、販売を目的と
しない農産物について、放射性物質
の簡易検査を実施する。

予
算
科
目

会計

0

1,843

千円

0

千円

千円

人

0

22年度（実績）

0

23年度（実績）

43,537,553円

252

0 0

単位

千円

千円 1,843

千円

0

23年度（実績）単位

千円 0

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

0

0

0

0

0

0

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

人

損害賠償請求者

簡易検査申請者

人

0



請求については個人対応となる方向に向かっているが、しいたけ等、県
協議会が対応してくれる品目・期間については引き続きが、農業者に
とって必要なことと考える。

市内農業者からの風評被害等の損害賠償申請は６月の受付開始時期に比べると減少傾向にあるが、引き続きしいたけ、山菜等での申請が考えられ
る。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

「課題なし」

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

原発事故に伴う損害賠償請求であり、「東京電力原発事故農畜産物損害賠償対策茨城県
協議会」と連携しながら事務を進めていく。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

県の損害賠償協議会も縮小の方向となっており、今後は市の請求では無く個人での対応に
変わっていくと予想される。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

「課題なし」

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

風評被害等の減少により今後は申請の件数が減ると見込まれるため、それに伴い人件費も
削減できるようになると思われる。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
本年３月の原発事故に伴う損害賠償請求事務であり、必要な事務となっている。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

農家組合長会議の開催
実施計画書の取りまとめ
実施確認

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

人

率

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

126

92

2,443

31,865

千円奨励補助金

生産調整達成率

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

水田農業奨励事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

1,350

44,113

指標区分

農業者

100

新規・継続

41,483

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

37,000

100100100

26年度（目標）

41,483

37,000

1,350 0.18 1,350

40,13340,133

40,133 40,133

4,3324,430

100

24年度（実績）

1,414

30,45141,670 37,260

40,133

1,350

118

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

0.13

38,426

1,166

975

22年度（実績） 23年度（実績）

0.31 2,325

41,670

41,670

0.18

30,451

37,260

37,260

30,451

65

1,350

64

0.18 0.181,3500.18

40,133

40,133 40,133

25年度（目標）

41,483

37,000

27年度（目標）

1,350

41,483

37,000

1,3501,350

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○ ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
　米の需給調整を図ることにより、米
価の安定や米需給の均衡を図るとと
もに、他の作物（麦、大豆、飼料作物
など）に転作させることで、低迷してい
る自給率の向上を図ることを目的とす
る。

予
算
科
目

会計
一般

市単独

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率 定額

Ｈ18 単年度繰返し

○

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

継続
○

政策的事業

4,3004,300 4,300 4,300

目
的

単位
④

対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

水田耕作農業者
農業者

終了年度

水田農業奨励事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

98

活
動
指
標

25年度（計画）

人

率
水稲生産調整の完全実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

転作作物への奨励助成

奨励補助金

⑤
成果
指標

生産調整達成率

負担金の有無

細目名

手
段

千円

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

4,300

総
合
計
画

生産数量調整達
成率
１００．１％

水田農業費

３　【年度目標】
奨励補助金
　30,451千円

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

24事務事業番号



国の施策変更を鑑みながら対応すべき事業である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

国の施策と同様に社会情勢を見極め適切な事業を展開する必要がある。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

国の施策が目まぐるしく変わる中で、生産調整達成のために農業者を支援していくことは必
要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

課題無し

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

新たな米政策のもとに平成２３年度については、合併後初となる生産調整を達成した。今後
も新規需要米を中心に生産調整を推進していく。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

生産調整における達成率が採択要件にあるため、申請書受
付時に確認を取る。
施工実施後、埋め戻し前に現地確認を行い、使用資材及び
距離を測定して補助額を決定する。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
暗渠排水整備
２次製品　3,200ｍ
竹　　　　　　200ｍ

総
合
計
画

笠間市農林業振興基本計画
(政策）笠間市水田農業ビジョン根拠法令

細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

排水対策延長距離

水田の排水対策への一部助成

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

0

00

農業者
水田耕作農業者

水田生産基盤の充実を図り、作業環境の改善を促進
する

事業実施件数 件

ｍ

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標
成
果
指
標

19

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 定額

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

25

市単独

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

継続実施 平成25年度

―

継続

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

負担金補助及び交付金
　　　　　　　　　2,504千円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

0

0

0

24年度（実績）

0.271,200

0

0

活
動
指
標

95

0.22 1,650

60 110

0.16

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

1,499

2,0250.27 2,025 0 0

0 0

2029

4,374

26年度（目標） 27年度（目標）

4,374

4,624 4,528

4,182

2,025

25年度（目標）

2,500

2,120

事業費計（ア）

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

排水対策延長距離

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

4,374

26

農業者

県支出金

水田農業費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

2,503

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

水田農業条件整備事業
（暗渠排水）

水田農業条件整備（暗渠排水）事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

水稲及び生産調整作物である麦、大
豆、飼料作物の品質向上を図るた
め、水田の排水対策を実施するため
の助成である。

予
算
科
目

会計

1,760

千円

1,287

1,260

千円

千円

件

2,547

22年度（実績）

2,629

4,374

23年度（実績）

3,101ｍ

1,287 1,499

単位

千円

千円 3,259

千円

2,504

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

2,503

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

事業実施件数

人

2,504



生産調整作物である麦、大豆、飼料作物の品質向上を図るため必要な
事業である。

特に無し

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

課題無し

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

水稲及び生産調整作物である麦、大豆、飼料作物の品質向上を図るための事業である。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

水稲及び生産調整作物である麦、大豆、飼料作物の品質向上を図るためには、有効性の
高い事業である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

縮  　　　　　小

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

水稲及び生産調整作物である麦、大豆、飼料作物の品質向上を図るために、効率性の良
い事業である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
平成２５年度で廃止予定

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・生産者、任意組織などを対象とした事業要望調査の実施
・事業実施計画書作成の指導、助言
・実施計画承認申請、補助金交付申請に係る茨城県との調
整事務
・補助事業実績報告に係る機械、施設などの完了確認検査
・補助事業実績確定による補助金交付事務
・過年度実施主体の実施状況確認

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

団体

ｈａ

ｈａ

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

4

1,260

2,013

20

回補助事業要望調査

飼料用米取扱面積

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

農産振興条件整備支援事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

825

1,970

指標区分

転作作物受益面積

営農組織

回 20

新規・継続

2,886

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

2

2020

26年度（目標）

2,886

2

20

825 0.11 825

2,0612,061

-

100100

60

24年度（実績）

864

2

2020

2 2

事業調整

825

60

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

1,149

0.06

1,388

480

710 908

450

22年度（実績） 23年度（実績）

0.16 1,200

710

0.11

908 1,149

30

825

39

0.11

2,0612,061

0.118250.11

2,061 2,061

25年度（目標）

2,886

2

27年度（目標）

825

2,886

2

825825

28年度（目標）

2,061 2,061

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○ ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
（新規需要米普及拡大条件整備型）
　市町村に新規需要米普及拡大推
進協議会を設置し、水田の有効利用
を前提として地域における供給体制
の確立に向けた「新規需要米普及拡
大計画」を策定した協議会に参画す
る団体等に対し、新規需要米（飼料
用米、米粉用米、ＷＣＳ）の作付拡大
に必要とされる集荷施設の改修や機
械設備等に助成する。

予
算
科
目

会計
一般

県補助 茨城県

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率 1/3

平成20年度 単年度繰返し

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

継続
○

政策的事業

100100 100 100

目
的

単位

転作作物受益面積

④
対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

農協、営農組織
営農組織

終了年度

農産振興条件整備支援事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

－

37 －

活
動
指
標

25年度（計画）

団体

ｈａ
水田生産基盤の充実を図り、効率的な農業経営を推
進する

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

事業調整水田の有効利用と食料自給率が向上できる飼料用稲
等の作付け拡大に資する機械・施設

補助事業要望調査

⑤
成果
指標

飼料用米取扱面積

茨城農業改革大綱
茨城農業改革推進総合対策事業実施要領

負担金の有無

細目名

手
段

回

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

100

回

総
合
計
画

・飼料用米取扱面
  積　60.0ｈａ

水田農業費

３　【年度目標】
1,149千円

ｈａ

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

26事務事業番号



転作作物である麦・大豆・飼料作物の生産規模拡大を可能とし、安定的
な生産に資するために必要な事業である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

農産振興条件整備支援事業（新規需要米普及拡大型）は，平成23年度新規の補助事業で
あり，単年度ごとの事業応募という形となっている。申請団体の概要，事業実績を精査の
上，推進方針について指導，助言を実施している。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

農業者戸別所得補償制度（水田活用の所得補償交付金）で最も交付単価の高い新規需要
米は，自給力向上の重点作物に位置づけられており，その出荷施設の整備は必要不可欠
であり，国家的な政策と合致する。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

他の茨城県単独補助事業と同様だが，茨城県が定めた補助金交付要項，交付要領に基づ
き，補助金交付手続きを粛々と進めるだけで，人件費削減の余地はない。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

課題無し

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

　消費者ニーズや流通形態の多様化など社会構造の変化に加え、輸入農産物増大による価格低迷、担い手不足や高齢化の進展により、耕地利用
率も低下し、農業産出額も減少傾向にある。農業者や地域の創意工夫に基づく提案の支援や消費者ニーズにあった産地作りの促進に必要な事業を
意欲ある担い手への集中化を図りつつ総合的に実施する当該事業の果たす役割は大きい。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

「茨城県農業・農村振興ビジョン」の理念の下、「新たな茨城農業」を推進するための行動計
画、「茨城農業改革大綱」の指針に基づくものであり、事業活用に努めたい。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

地区単位に実施する会議への出席
実施時における防災無線の活用

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
水田航空防除実
施面積　1,200ha

総
合
計
画 県央南農業共済組合

(政策）笠間市農業振興対策事業補助金交付要綱根拠法令
細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

水田航空防除面積

水田航空防除への支援

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

1,200

3,162

450450

農業者
農業者・水田面積

航空防除実施による病害虫防除を図り、安定的収穫
を図る

水田航空防除実施農家数 人

ｈa

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

4,374 4,374

成
果
指
標

2,357

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率費と薬剤費の1/1

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

27

市単独

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

単年度繰返し

―

継続

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

負担金補助及び交付金
　　　　　　　　　　2,712千円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

3,162

450

3,162

24年度（実績）

0.06900

2,712

4500.06

活
動
指
標

21

0.06 450

46 30

0.12

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

2,712

4500.06 450

2,712 2,712

450 0.06 450

2,712 2,712

0.06

2,200 2,2002,230

1,200

4,374 4,374

26年度（目標）

2,2002,200

27年度（目標）

4,374

3,183 3,162

1,228 1,200

450

25年度（目標）

1,200

471

事業費計（ア）

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

水田航空防除面積

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

4,374

2,244

農業者

県支出金

水田農業費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

2,712

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

水田航空防除事業

水田航空防除事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

水稲の病害虫防除を航空防除事業
によって、広域的かつ効率的に推進
し農業生産の安定、向上に資する。

予
算
科
目

会計

480

千円

2,712

946

千円

千円

人

3,658

22年度（実績）

1,255

4,374

23年度（実績）

1,200ｈa

2,712 2,712

単位

千円

千円 3,192

千円

2,712

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

2,712

2,712

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

水田航空防除実施農家数

人

2,712



米の品質維持のために必要な広域的な事業であり、現状の支援対策が
最も効果的である。

特に無し

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

課題無し

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

農業者の高齢化が進む中で、防除作業の労力削減、コストの削減及び過剰な施薬をなく
し、「環境に配慮」を考慮するとともに、害虫の広域的集中防除が図られることから、有効な
事業である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

農業者の高齢化が進む中で、防除作業の労力削減、コストの削減及び過剰な施薬をなく
し、「環境に配慮」を考慮するとともに、害虫の広域的集中防除が図られることから、効率性
の良い事業である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

農業者の高齢化が進む中で、防除作業の労力削減、コストの削減及び過剰な施薬をなく
し、「環境に配慮」を考慮するとともに、害虫の広域的集中防除が図られることから、必要な
事業である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・実需者との取引条件の調整
・生産農家に対して、飼料用米の取引条件、農家収入シミュ
レーションを配付
・飼料用稲営農会議の開催（品種の選定を含む）
・需給調整のための耕畜連携会議の開催
・補助事業の申請受付、内容審査、補助事業実績確認、補
助金交付確定及び補助金交付事務　等

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

件

件

ha

ｈａ

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

1,148,945

0

　

5,172

10

回取引条件の情報提供

飼料用米生産面積

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

新規需要米流通助成事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

900

0

指標区分

飼料用稲地域内流通面積

耕種農家

畜産農家

回

新規・継続

6,240

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

26年度（目標）

6,240

5

10

900 0.12 900

5,3405,340

5,340 5,340

260,876

5,000

1,138,054

24年度（実績）

942

5

10

5

事業調整会議

5,340

900

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

54 54 54

0.12

5,121

960

900

22年度（実績） 23年度（実績）

0

0

0.12

4,230

4,161

4,161

4,230

60

900

42

0.12 0.129000.12

5,340

5,340 5,340

25年度（目標）

6,240

27年度（目標）

900

6,240

900900

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
　農業者戸別所得補償事業（米の所
得補償交付金、水田の所得補償交
付金）の恩恵を享受するには、新規
需要米（飼料用稲、飼料用米）の作
付拡大と需給調整を確実にする環境
整備が求められる。流通経費への助
成を実施することで、水田農業所得
の確保、集落営農の安定化、飼料費
削減による畜産振興等、地域農業の
発展に寄与する。

予
算
科
目

会計
一般

市単独 農水省

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率 定額

平成23年度 単年度繰返し

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

新規
○

政策的事業

5,000 5,000

目
的

単位

飼料用稲地域内流通面積

④
対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

耕種農家、畜産農家
耕種農家
畜産農家

終了年度

新規需要米流通助成事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

249,121

活
動
指
標

25年度（計画）

件
件

ha
生産面積、取引数量の拡大

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

事業調整会議
流通経費（取扱手数料、運搬代）への助成

取引条件の情報提供

⑤
成果
指標

飼料用米生産面積

笠間市農林業振興基本計画
笠間市農業振興対策事業補助金等交付要綱

負担金の有無

細目名

手
段

回

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

回

総
合
計
画

・飼料用米作付
　面積　100ha
・飼料用稲作付
　面積　25ha

水田農業費

３　【年度目標】
補助金　4,230千円

ｈａ

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

28事務事業番号



新規需要米の生産拡大が実現されつつあり，現段階においては流通，
保管が喫緊の課題である。流通体制の確立のための施策であり，現状
の支援対策が最も有効と考える。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

飼料用米では、加工用米供出数が2,000袋以上となっている。供出生産農家に対し、所得
向上効果を重点的に周知することで、生産面積の更なる拡大が期待できる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

農業者戸別所得補償制度（水田活用の所得補償交付金）で最も交付単価の高い新規需要
米は，自給力向上の重点作物に位置づけられている。喫緊の課題は，輸送，保管をどう取り
組むか。飼料用稲は地域内流通による水田農業，畜産業振興を政策課題に掲げており，流
通体制整備にはいずれも必須である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

新規需要米は、国交付金の受給要件が「出荷販売契約」となっており、畜産農家が飼料用
稲作付けの下支えをしているという考え方もある。飼料用米も含めて直接補助ではなく、水
田農業奨励事業として農業再生協議会から間接補助により交付することも考えられるのでは
ないか。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

笠間市農業再生協議会と地域水田農業ビ
ジョンについて協議し，その中での「新規需
要米」に対する共通認識を醸成していく。
そこで，農業者戸別所得補償制度の推移を
見極めながら，水田農業奨励事業と連携でき
るのかを模索する。

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

拡  　　　　　充

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

水田農業奨励事業

　飼料用米では、他産地に先駆けて紙袋出荷でも対応できる流通体制の整備に取組み、100ha、450ｔ規模の飼料用米を供給する産地に成長した。
集荷業者への取扱手数料相当額を助成することで普及定着に寄与している。飼料用稲では、年度内に国産粗飼増産対策事業の補助単価引下げと
なり、需給調整が危惧されたが、流通経費への助成で補填できたことで取引畜産農家数、数量ともに前年実績を上回った。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

　補助金交付事務だけにとどまらず、飼料用稲については、品種選定、営農計画の策定、
需給調整（取引価格の決定等）、運搬業者への委託、粗飼料の成分分析、耕畜連携助成
（たい肥還元）の推進等、耕種農家の生産、畜産農家の給与、両面で行政関与が大きくなっ
ている。飼料用米では、大口実需者からも対応窓口の１本化、流通拠点の集約化がされて
いることから、事務効率化も図れており、大口実需者からに望まれる供給産地に成長しつつ
ある。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・笠間市家畜衛生指導協会定期総会の開催
・笠間市オーエスキー病防疫協議会の開催
・オーエスキー病予防接種の推進
・高病原性鳥インフルエンザサーベイランス検査の実施
・防疫啓発資料、資材（消毒薬、消臭液等）の配付
・畜産経営に起因する環境問題発生状況調査の実施
・生乳環境整備促進事業に係る環境調査の実施　等

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
・家畜伝染病の発
  生件数　0件
・家畜伝染病発生
  防止のための施
　設等整備農家
数
　2件

総
合
計
画

笠間市家畜衛生指導
協会

笠間市農林業振興基本計画
根拠法令

細目名 関連計画款 項 目

手
段 回

件
会議の開催

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

情報提供数
農家巡回数防疫協議会の開催、予防接種事業の推進、消毒薬等

の配付

家畜伝染病発生予防対策実施数

【DO】事務事業の実施

2

28年度（目標）

3

1,103

825825

畜産農家
畜産農家

飼養衛生管理の徹底
家畜伝染病発生数 件

回

％

件

目
的

単位

オーエススキー病ワクチン全頭接種割合

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標

79 79

成
果
指
標

25

0

23 18

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

29

市単独 農水省

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

単年度繰返し

―

継続

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

旅費　　　　 　2千円
需用費　　　63千円
役務費　　  67千円
負担金　　　82千円
補助金　　　　2千円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

1,103

825

1,103

6

農家巡回数

24年度（実績）

66 106

0.110

278

8250.11

活
動
指
標

33

0.11 825

36

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

181

8250.11 825

172 172

106 106

825 0.11 825

278 278

0.11

 

2530

 

0

 

0

  

0

3

79 79

150

26年度（目標）

00

 

150

27年度（目標）

150

79

1,074 1,103

22

3

150 150

3

2

25

2

25

825

25年度（目標）

3

858

事業費計（ア）

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

情報提供数

家畜伝染病発生予防対策実施数

地方債

その他

時間外

会議の開催

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

回

79

0

畜産農家

 

県支出金

畜産業費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

172

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

地域自衛防疫事業

畜産業費標準的事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

　広域にまん延する口蹄疫等の予防
対策並びに疾病の特性又は浸潤状
況から、組織的な対応が必要な疾病
の流行防止対策を推進し、危機管理
体制を含む地域自衛防疫体制の一
層の充実を図る。

予
算
科
目

会計

861

千円

196

0

千円

千円

件

196

22年度（実績）

100

3

2

81

23年度（実績）

150

3

2

件

回

196 181

単位

千円

千円 1,042

千円

216

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

172

278

106

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

％

家畜伝染病発生数

オーエススキー病ワクチン全頭接種割合

件

件

144



家畜伝染病予防のために必要な体制に対する支援であり、引き続き必
要である。

　家畜伝染病予防法が改正され、家畜伝染病の発生の際に飼養衛生管理状況に応じて補償内容に格差を設けることになったことから、衛生管理対
策の推進として、高病原性鳥インフルエンザ緊急防疫体制整備事業が実施された。平成23年度は、養鶏農家に限定された補助事業も平成24年度に
は、農場防疫向上対策支援事業として、すべての畜種、対象設備などが拡充される計画である。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

課題無し

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

茨城県家畜保健衛生所や茨城県畜産協会と連携を密にし，積極的に情報収集するととも
に，農家への適宜適切に情報提供等，普及啓発を徹底してほしい。また，補助制度を活用
し，飼養衛生管理体制が強化に資するような施設，機械等の整備を推進し，畜産経営の安
定に努める。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

茨城県畜産協会や茨城県県北家畜保健衛生所と連携して，きめ細かな事業実施に努めて
いる。新たな補助事業があれば，施設，機械等の整備を推進できるのではないか。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

茨城県畜産協会や茨城県県北家畜保健衛生所と連携して，家畜衛生資材の配付や戸別
巡回など普及啓発に努めている。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

家畜伝染病予防法が改正され、家畜伝染病の発生の際に飼養衛生管理状況に応じて補
償内容に格差を設けることになったことから、今後更なる衛生管理対策の徹底が求められ
る。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事業概要についての周知
申請書の受理（見積書添付）
資材設置後現地確認（記録写真等）

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

人

a

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

1,456

1,497

1,614

件被害防止対策実施件数

被害面積

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

農業被害防止事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

1,200

2,390

指標区分

農業者

2,800

新規・継続

1,950

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

20

2,8002,8002,800

26年度（目標）

2,000

25

1,200 0.16 1,200

750800

800 750

4,3744,374

2,860

24年度（実績）

1,296

1937 21

800

1,200

72

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

0.16

1,907

1,273

1,200

22年度（実績） 23年度（実績）

0.19 1,425

893

893

0.16

318

634

634

318

73

1,200

96

0.16 0.161,2000.16

800

800 800

25年度（目標）

2,000

24

27年度（目標）

1,200

2,000

24

1,2001,200

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○ ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
有害鳥獣による農作物被害に対する
自己防衛策への支援として、被害防
止施設を設置する者に対して、設置
資材経費の一部助成。

予
算
科
目

会計
一般

市単独

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率 1/3、1/4

単年度繰返し

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

継続
―

政策的事業

4,3744,374 4,374 4,374

目
的

単位
④

対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

農地所有者
農業者

終了年度

農業被害防止事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

2,888

活
動
指
標

25年度（計画）

人

a
有害鳥獣被害の削減

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

有害鳥獣防止対策への支援

被害防止対策実施件数

⑤
成果
指標

被害面積

（政策）笠間市農業振興対策事業補助金等交付要綱

負担金の有無

細目名

手
段

件

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

4,374

総
合
計
画

被害防止機器購
入個人：30名、団
体：2団体

農業振興費

３　【年度目標】
補助金　318千円

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

30事務事業番号



有害鳥獣被害による農作物被害に対する自己防衛策として必要で、効
果的な対策であり必要である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

農作物を有害鳥獣による被害を未然に防止するために有効な事業である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有害鳥獣による農業被害を未然に防止するための施設設置の助成事業であり、農業者の
生産意欲の向上と農地を耕作放棄にしないためにも必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
農作物を有害鳥獣による被害を未然に防止するために効率性のある事業である。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

課題無し

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

特に無し

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

当事業は、継続して実施していくことが重要なである。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・わな猟試験予備講習会及び本試験の日程等周知
・わな免許取得者への経費一部助成
・わな猟免許申請手数料　5，200円
・予備講習会受講料　　　  8，000円

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
狩猟免許試験予
備講習会受講者：
8人、狩猟免許試
験申請者：８人

総
合
計
画

（政策）笠間市農業振興対策事業補助金等交付要綱根拠法令
細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

補助対象者数

わな猟免許試験合格者への受験料の一部助成

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

8

931

825825

農業者
わな猟免許試験合格者

有害鳥獣からの自己防衛の推進
免許取得者 人

人

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

4,374 4,374

成
果
指
標

7

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 定額

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

31

市単独

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

単年度繰返し

―

継続

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

補助金　0円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

931

825

931

24年度（実績）

0.111,200

106

8250.11

活
動
指
標

66

0.06 450

60 27

0.16

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

0

8250.11 825

106 106

825 0.11 825

106 106

0.11

0

8

4,374 4,374

26年度（目標） 27年度（目標）

4,374

891 931

0 8

825

25年度（目標）

8

891

事業費計（ア）

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

補助対象者数

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

4,374

0

農業者

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

106

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

わな猟免許取得助成事業

農業振興費標準的事業（農業振興G）

１　農林業
１　安定した農林業の推進

有害鳥獣による農作物被害に対する
自己防衛策への支援として、わな猟
免許取得経費の一部助成。（農業者
の合格者に限る。）

予
算
科
目

会計

477

千円

92

1,260

千円

千円

人

1,352

22年度（実績）

7

4,374

23年度（実績）

0人

92 0

単位

千円

千円 477

千円

0

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

106

106

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

免許取得者

人

0



有害鳥獣による農作物被害に対する自己防衛策として必要な対策であ
り継続を要する。

狩猟免許取得希望者の減

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

特に無し

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

農業者自らが狩猟免許を取得し、有害鳥獣から農作物を守ることは重要な取組である。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

農業者自らが狩猟免許を取得し、有害鳥獣から農作物を守ることは有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
農業者自らが狩猟免許を取得し、有害鳥獣から農作物を守ることは効率がよい。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

狩猟免許取得者は年々減少している中で、農業者自らが狩猟免許を取得し、有害鳥獣から
農作物を守ることは必要である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・天災等による農業被害の調査

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
調査件数
　　　３件

総
合
計
画

根拠法令
細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

被害状況の調査

農業被害調査の実施

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

0

0

00

農業者
市内農業者

天災等による農業被害の迅速対応を図る
農業者及び関係機関の連携 回

件

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

4,374 4,374

成
果
指
標

2

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

32

市単独

産業経済部　農政課

―

所属部課名

評価区分

評価外事業

Ｈ18 単年度繰返し

―

継続

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

0

0

0

24年度（実績）

1,800

0

0

活
動
指
標

96

0.11 825

91 50

0.24

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

1,5750.21 0 0 0

0 0

0 05

0

4,374 4,374

26年度（目標）

00

27年度（目標）

4,374

1,671 0

5 0

　

0

25年度（目標）

0

1,671

事業費計（ア）

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

被害状況の調査

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

4,374

3

農業者

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

農業災害調査事業

農業振興費標準的事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

豪雨・降雪等天災により農作物が被
害を受けた場合に被害調査を実施し
迅速に対応を行う

予
算
科
目

会計

875

千円

1,891

千円

千円

回

1,891

22年度（実績）

2

4,374

23年度（実績）

3件

0 0

単位

千円

千円 875

千円

0

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

0

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

農業者及び関係機関の連携

人



県農林漁業災害対策特別措置条例に基づき、ひょう、台風、低温等によ
る自然災害による農作物の被害の状況を報告することになっている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

課題無し

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

豪雨・降雪等天災により農作物が被害を受けた場合に被害調査を実施し迅速に対応するこ
とは、見直しの余地ははない。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

豪雨・降雪等天災により農作物が被害を受けた場合に被害調査を実施し迅速に対応を行う
ことは、有効性は高い。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

豪雨・降雪等天災により農作物が被害を受けた場合に被害調査を実施し迅速に対応を行う
ことは、効率性がよい。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

豪雨・降雪等天災により農作物が被害を受けた場合に被害調査を実施し迅速に対応を行う
ことは、農業振興を行うに当って必要性は高い。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・年2回(10月・2月)協議会を開催する。
・10月には、年度内の農政関連事業等の進捗状況について
協議を行うとともに次年度事業の意見聴取を行う。
・2月には、年度内事業の実績及び次年度事業計画を協議
する。
・必要に応じ、農業行政等の課題について意見聴取または
審議を行い、市長に具申する。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
・年2回(10月・2月)協議会を開催す
る。
・10月には、年度内の農政関連事業
等の進捗状況について協議を行うと
ともに次年度事業の意見聴取を行
う。・2月には、年度内事業の実績及
び次年度事業計画を協議する。
・必要に応じ、農業行政等の課題に
ついて意見聴取または審議を行い、
市長に具申する。

同左 同左

回

回

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

1

1,969

3,097

回会議の回数

会議の回数

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

笠間市農政推進協議会

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

185185 185

3,035

4,219

指標区分

会議の回数

2

新規・継続

3,235

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

2

222

26年度（目標）

3,235

2

2,850 0.38 2,850

200200

200 200

22

2

24年度（実績）

3,035

12 2

200

2,850

94

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

0.41

3,329

3,262

3,075

22年度（実績） 23年度（実績）

0.25 1,875

2,250

2,250

0.38

62

67

67

62

187

2,850

185

0.38 0.382,8500.38

200

200 200

25年度（目標）

3,235

2

27年度（目標）

3,035

3,235

2

3,0353,035

185

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
笠間市内の農業に関する各種機関・
団体が相互に連携し、笠間市の農業
振興に関する事業や企画等に関して
協議・検討を行い、農業施策の総合
的な推進を図る。

予
算
科
目

会計
一般

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

継続実施 継続実施

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

継続
○

政策的事業

21 2 2

目
的

単位
④

対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

笠間市農政推進協議会構成員
会議の回数

終了年度

農業振興費標準的事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

2

活
動
指
標

25年度（計画）

回

回
農業振興の施策を検討審議する

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

市の農業振興推進のための最高審議機関

会議の回数

⑤
成果
指標

会議の回数

負担金の有無

細目名

手
段

回

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

2

総
合
計
画

年2回開催

農林振興費

３　【年度目標】
報酬 　54千円
需用費　8千円

笠間地域農業改良普及セ
ンター、ＪＡ茨城中央

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

33事務事業番号



農業行政を進める中で重要な組織であり、更なる活用が図れるよう努力
すること。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

年２回の開催で、工夫など特にない。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
農業施策全体に対する慰問期間であり重要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
条例に従い行っており経費などの削減の余地はない。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

条例で定められている組織で、市農業施策に対し意
見をもらう組織であり廃止は考えられない。

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

条例の定めにより年２回行われている。農政全般の事業の進捗状況の把握、新年度事業についての意見をいただく等広く農業行政に関与されてい
る。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

農政関連の事業に対する意見を聞く場であり重要な組織である。主に市が行う事業が中心
であることから、関係機関の事業などについても意見を聞くことも必要ではないか。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

笠間地域農業改良普及センター管内の農業振興の発展の
ため次の事業を実施する。
・農業技術担当者研修
・地域農業対策の推進
・広報活動
・多様な担い手（青年・女性）活動の推進
・組織育成の推進

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様 同左 同左

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
会議の回数
　　　　　　3回
笠間地域農業改
革セミナー参加者
数
　　　　　150人

総
合
計
画

JA茨城中央,JA水戸
城里町、笠間普及セ

笠間農業改良普及事業推進協議会規約根拠法令
細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

広報紙の発行回数
会議の開催回数会議の開催回数

研修会等の参加者数

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

2

1,825

1,5601,560

農業センサスでの農家戸数（笠間市内）
笠間地域農業改良普及センター管内（笠間市、城里
町）の農業者

笠間地域農業改良普及センター管内（笠間市、城里
町）の農業の振興

笠間地域農業改革セミナー参加者数 人

回
回

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
戸

対
象
指
標

4,374 4,374

成
果
指
標

160

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

34

市単独

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

継続実施

―

継続

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

負担金　265,000円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

1,825

1,560

1,825

会議の開催回数

24年度（実績）

0.20750

265

1,5000.20

活
動
指
標

60

0.10 750

36 45

0.10

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

265

1,5000.20 1,500

265 265

1,500 0.20 1,500

265 265

0.20

150 150130

2

4,374 4,374

3

26年度（目標）

150150

3

27年度（目標）

3

4,374

1,825 1,825

4

3 3

2

1,560

25年度（目標）

2

1,560

事業費計（ア）

6060 60 60

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

広報紙の発行回数

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

4,374

141

農業センサスでの農家戸数（笠間市内）

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

265

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

笠間地域農業改良普及推進協議会

農業振興費標準的事業（農業企画G）

１　農林業
１　安定した農林業の推進

笠間地域農業改良普及センター管内
（笠間市、城里町）の農業関係の機関
が密接に連携し、地域農業の振興発
展を図る。

予
算
科
目

会計

795

千円

281

786

千円

千円

人

1,067

22年度（実績）

3

2

4,674

23年度（実績）

3

2

回

回

281 265

単位

千円

千円 1,060

千円

265

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

○
負担金の有無

265

265

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

笠間地域農業改革セミナー参加者数

戸

265



農業関係の機関が密接に連携し、地域に沿った農業の振興発展のため
に協議し取組む必要がある。

特に無し

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

地域農業の衰退が考えられる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

笠間地域農業改良普及センターが中心に行政、農協が一体となり取組むことにより、地域
農業の振興、農業生産組織等の育成が図られることから、継続して実施することが必要であ
る。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

笠間地域農業改良普及センターが中心に行政、農協が一体となり取組むことにより、地域
農業の振興、農業生産組織等の育成が図られ有効性が高い。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

特に無し

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

笠間地域農業改良普及センターが中心に行政、農協が一体となり取組むことにより、地域
農業の振興、農業生産組織等の育成に有効である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

地域農業の振興、農業生産組織の育成のため、笠間地域農業改良普及センターが中心に
行政、農協が一体となり取組むことから必要である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・「かさまの粋」認証申請の募集
・「かさまの粋」農産品認証審査委員会の開催
・笠間市農産品ブランド化推進協議会開催による「かさまの
粋」認証の適否判断

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

人

件

品

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0 972

0 0

35

3,860

3,239

10

回推進協議会開催回数

「かさまの粋」述べ認証品数

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

笠間市農産品ブランド化推進協議会

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

972972 972 972

3,072

3,860

指標区分

農業者

加工業者

回 10

19

新規・継続

3,072

0

事業費及び指標の推移

施策
小施策

2

10

2019

10

18

26年度（目標）

3,072

2

10

2,100 0.28 2,100

00

0 0

0 0

972

4,3744,374

17

24年度（実績）

3,239

2

0

0

0

197

1 2

認証品PRの実施

0

0 0 0

2,100

185

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績）

00 0 0 0

27年度（計画）26年度（計画）

0

100 100 100

0.53

5,189

5,189

0 0

3,975

22年度（実績）

0

23年度（実績）

0.49 3,675

0

0

0 00

0.28

0

0

0

0

242

2,100

167

0.28

0

0

0

0.282,1000.28

0

0 0

0

0

25年度（目標）

3,072

2

27年度（目標）

00

3,072

3,072

2

00

3,0723,072

28年度（目標）

0 0

28年度（計画）

0

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
市内で生産される安全・安心な優れ
た農産品を、消費者に支持・信頼さ
れる「ブランド農産品」として認証する
ことに取り組むとともに、併せて地域
農業・産業の活性化及び発展を図
る。

予
算
科
目

会計

市単独

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

Ｈ２２ 単年度繰返し

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

継続
―

政策的事業

4,374

100 100

4,374

100

4,374

100

4,374

目
的

単位
④

対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

農産物生産者、加工業者
農業者
加工業者

終了年度事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

5

活
動
指
標

25年度（計画）

人
件

品
地域ブランド農産品の創出

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

認証品PRの実施笠間市農産品ブランド化推進協議会開催によるブラン
ド農産品の認証

推進協議会開催回数

⑤
成果
指標

「かさまの粋」述べ認証品数

負担金の有無

細目名

手
段

回

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

4,374

回

総
合
計
画

「かさまの粋」認証
追加5品目

３　【年度目標】
0

市議会、農業委員
会、JA茨城中央、笠
間地域農業改良普及

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

35事務事業番号



市内で生産される優良な農産品を、消費者に支持・信頼される「ブランド
品」として認証することは、地域農業・産業の活性化及び発展を図る観
点から必要な事業である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

「かさまの粋」認証品のPR、また消費者が購入できる拠点作り等について更に取組が必要。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

市内産の優れた農産品をブランド化することにより、安定生産や所得向上が期待できるた
め、引き続き必要な事業である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
事業費としては計上していない。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

公的な機関でのブランド認証は他の機関では不可能
なため引き続き必要である。

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

更なる優れた農産品の認証と、マスコミ等
様々な機会を使ってのPRの実施。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

現在のところ、一般消費者に「かさまの粋」認
証品の知名度が低い。これらを改善できるPR
と、認証品の創出に取り組んでいく必要があ
る。

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

「かさまの粋」認証品については増えてきているが、今後はブランドの持つ「希少性」とのバラ
ンスも考えながら、より良いものを認証していく必要がある。また、認証品のPR等については
充分とは言えない。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・協議会における総会の開催
・捕獲等による個体数調整
・住民参加型の講習会の開催
・集落を対象としたイノシシ被害及び防護対策調査の実施
・集落単位による電気柵の購入及び施工

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
電気柵設置：
8.7ha

総
合
計
画

茨城県猟友会笠間支
部　笠間地域農業改
良普及センター 県

根拠法令
細目名 関連計画款 項 目

手
段 ha電気柵設置面積

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

捕獲頭数（イノシシ）
捕獲頭数(カラス）

鳥獣害防止のための取組

【DO】事務事業の実施

5

28年度（目標）

25

4,975

2,7752,775

農業者
農業者

有害鳥獣による農作物被害の減少
被害面積 a

頭
羽

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

4,374 4,374

成
果
指
標

2,888

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

ソフト5/10
　ハード10/10

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

36

国補助 農水省

産業経済部　農政課

―

所属部課名

評価区分

評価事業

単年度繰返し

―

継続

共催者・関係団体

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

推進事業（ソフト事業）
1,500千円
整備事業（ハード事業）
623千円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

1,450 1,450

4,975

2,775

4,975

捕獲頭数(カラス）

24年度（実績）

0.371,275

2,200

2,7750.37

活
動
指
標

221

0.47 3,525

62 214

0.17

24年度（実績）

1,4502,393 1,372

25年度（計画） 28年度（計画）

1,450

2,7750.37 2,775

750 750

2,775 0.37 2,775

2,200 2,200

0.37

2,800 2,8001,456

25

4,374 4,374

350

26年度（目標）

2,8002,800

350

27年度（目標）

350

4,374

5,119 4,975

55

36

477 380

25

5 5

2,775

25年度（目標）

30

2,996

事業費計（ア）

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

捕獲頭数（イノシシ）

地方債

その他

時間外

電気柵設置面積

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

ha

4,374

2,860

農業者

県支出金

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

財
源
内
訳

750

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

笠間市鳥獣害対策協議会

１　農林業
１　安定した農林業の推進

深刻な状況にある野生鳥獣による農
作物被害に対して、農業者、関係機
関が連携し被害軽減を図るための対
策を協議する。

予
算
科
目

会計

3,865

千円

1,337

千円

千円

a

2,787

22年度（実績）

328

31

0

4,374

23年度（実績）

442

26

9

羽

頭

126

1,450 2,393

単位

千円

千円 6,258

千円

2,123

1,450

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

750

2,200

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

被害面積

人

751



有害鳥獣による農作物被害に対して、農業者、関係機関が連携し被害
軽減を図るため対策を協議する会議であり必要な事業である。

特に無し

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

課題無し

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

鳥獣による被害が深刻化しているなか、地域の実態に即した被害防止対策の抜本強化を図
るため個体数調整、被害防除を総合的かつ計画的に行うことは、見直しの余地はない。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

鳥獣による被害が深刻化しているなか、地域の実態に即した被害防止対策の抜本強化を図
るため個体数調整、被害防除を総合的かつ計画的に行うことは、有効性が高い。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
地域の実態に即した被害防止対策の抜本強化を図ることは、効率性が良い。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

鳥獣による被害が深刻化しているなか、地域の実態に即した被害防止対策の抜本強化を図
るため個体数調整、被害防除を総合的かつ計画的に行うことは、必要性は高い。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

新規認定農業者及び更新に伴う審査。
経営体育成支援事業の計画書作成及び事業確認・支援
耕作放棄地再生事業の申込・受付・審査・確認・補助金の支
払い。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
新規認定農業者及び更新に伴う審
査。
経営体育成支援事業の計画書作成
及び事業確認・支援
耕作放棄地再生事業の申込・受付・
審査・確認・補助金の支払い。

同左 同左

耕作放棄地解消面積（５ｈａ）

人

経営体

ａ

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

133

0

56

7,855

認定農業者数

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

笠間市地域担い手育成総合支援協
議会

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

0

指標区分

経営体育成支援事業該当者数（３経営体）

認定農業者

営農集団

農業法人

新規・継続

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

26年度（目標）

00

3

24年度（実績）

7,855

7,275

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

5

7

1.08

8,593

8,593

8,100

22年度（実績） 23年度（実績）

0

0

0.97

0 0

493 580

0 0

25年度（目標） 27年度（目標） 28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○ ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
地域農業の担い手の確保するため、
認定農業者の認定審査及び経営体
育成支援事業・耕作放棄地再生事業
などの受け皿として事業を行ってい
る。事業費については、国から直接
協議会に入るため、市の予算は通ら
ない。

予
算
科
目

会計
一般

市単独

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率 １００％

継続事業

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

―

政策的事業

133

目
的

単位

経営体育成支援事業該当者数（３経営

④
対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

市内農業者・営農集団
認定農業者・営農集団・農業法人

終了年度

農業振興標準農林水産業

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

活
動
指
標

25年度（計画）

ａ

人地域の担い手又は担い手となる農業者・農業団体に
対し機械の導入等、国の事業への取り組み支援及び
意欲ある農業者の経営改善計画の認定を行う

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

機械の導入については、経営体育成支援事業を活
用。
意欲ある農業者の計画承認については、随時実施。

⑤
成果
指標 耕作放棄地解消面積（５ｈａ）

認定農業者数

笠間市農林業振興基本計画

負担金の有無

細目名

手
段

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

総
合
計
画

農業振興費

３　【年度目標】
新規認定１法人、3個人（うち
共同申請2件）、更新９名
経営体育成支援事業　３新規
就農者が実施。
耕作放棄地再生　56ａ

経営体

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

37事務事業番号



農業者からの要望に十分対応できる体制を整え、事業を行うよにするこ
と。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

国の要綱要領に基づき行われているので、現状で行う。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
年々事業に対する要望が増加しており、必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
国の指導で行っているため見直しは出来ない。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

国の事業の受け皿組織であり、なくすことは出来な
い。

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

拡  　　　　　充

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

担い手の確保は地域農業にとって重要な課題であり、意欲ある農業者を認定することにより、支援策を講じることが出来る。また、近代化・規模拡大を
目指す農業者に対する補助事業の受け皿として活動している。耕作放棄地再生事業についても、農業従事者の高齢化・担い手不足により耕作放棄
地が増加傾向にあり、事業導入により解消するための一助となっている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

年々事業に対する要望が増加しており、必要である。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・耕畜連携推進会議の開催
・定期総会の開催
・収穫機械講習会の開催
・給与実証事業講習会の開催
・稲発酵粗飼料の官能検査、成分分析の実施
・飼料用稲生産圃場へのたい肥還元の推進
・ハイグレード稲発酵粗飼料利活用推進事業に係る事務

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
・飼料用稲利用
  畜産農家数
　16件
・飼料用稲利用
  ﾛｰﾙ数
　2,500ﾛｰﾙ

総
合
計
画

茨城県酪農業協同組
合連合会

笠間市農林業振興基本計画
根拠法令

細目名 関連計画款 項 目

手
段 回

回
営農会議

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

情報提供数
耕畜連携会議耕畜連携による需給調整、高品質稲発酵粗飼料生産

講習会の開催

給与講習会

【DO】事務事業の実施

3

28年度（目標）

2

825

825825

畜産農家

たい肥還元圃場面積

畜産農家

利用畜産農家件数、利用ロール数の増加
飼料用稲利用農家数

㎡

件

回

ﾛｰﾙ

回

目
的

単位

飼料用稲利用数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標

52 52

成
果
指
標

3,100

16

2,260 3,068

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

38

市単独 農水省

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

平成21年度 単年度繰返し

―

継続

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

－

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

825

825

825

耕畜連携会議

24年度（実績）

0.110

0

8250.11

活
動
指
標

39

0.11 825

55

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

1,2000.16 825 825 0.11 825

0 0

0.11

93,968

3,1002,662

100,000

20

100,000

20

112,581 100,000

17

2

52 52

2

26年度（目標）

2020

100,000

2

27年度（目標）

2

52

2

1,239 825

3

2

3

2

2 2

2

3

3,100

2

3

2

3,100

825

25年度（目標）

2

1,239

事業費計（ア）

2

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

情報提供数

給与講習会

地方債

その他

時間外

営農会議

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

たい肥還元圃場面積

回

52

18

畜産農家

㎡ 0

県支出金

畜産業費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

笠間市飼料稲利用組合

畜産業費標準的事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

　自給飼料増産の推進による水田活
用稲発酵飼料を家畜に給与し、畜産
経営における飼養技術の確立ととも
に、稲発酵飼料の利用による耕種、
畜産連携を通じて資源循環型創業の
推進に努め、畜産経営の安定を図
る。

予
算
科
目

会計

880

千円

0

千円

千円

件

0

1

22年度（実績）

3

2

3

54

23年度（実績）

2

2

2

3

回

回

0 0

単位

千円

千円 880

千円

0

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

0

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

ﾛｰﾙ

飼料用稲利用農家数

飼料用稲利用数

回

件



稲発酵飼料の利用による耕種農家の育成とともに、畜産農家との連携を
通じて資源循環型農業の推進にも寄与することで、畜産経営の安定にも
つながる事業であり、今後も必要である。

　耕畜連携推進会議において、平成23年度から25年度は現物１ﾛｰﾙあたり2,100円という取引価格が決定された。一方、国産粗飼料増産対策事業か
らハイグレード稲発酵粗飼料水田利活用推進事業に補助制度が変更となり、助成単価の引下げ、品質、収量要件が厳しくなっている。今後、取引を
継続的に進めるには、低コスト栽培の普及定着、収量の向上により取引価格の抑制が求められる。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

　組合運営の主体性を徐々に畜産農家に移
行し、行政については、耕種農家との調整や
補助事業の手続き等、役割分担を明確にし
ていく。
　単位あたりの収量の増加や経営コストの低
減については、農林事務所や農業総合セン
ターの試験データを参考にしつつ、品種の選
定、営農体系の確立を目指している。また、
土づくり事業と合わせて経営コストの低減を
目指しており、事業効果の拡大ができるので
はないか。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　本来、飼料用利用組合の運営事務は、受益者である畜産農家自らが行うことが望ましい
が、補助事業に係る事務量、難易性などを考慮すると難しいかもしれないが、事務負担を低
減できるような工夫が必要ではないか。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　生産面積は、収穫専用機械が１セットしかないことから上限に近い状況にある。生産農家
に収量が向上するような営農指導が必要ではないか。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　組合員である畜産農家と業務負担について、業務の削減、効率化できる部分を協議する
時機にあるのではないか。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　自給飼料の増産は、農林水産省が掲げる農業政策の重要な柱に位置づけられており、農
業者の高齢化が進展する中、耕種農家と畜産農家との連携体制づくりが求められ、補助事
業の受け皿という観点からも効率的な事業運営には必要である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・笠間市酪農連絡協議会定期総会の開催
・笠間市酪農連絡協議会役員会の開催
・牛乳消費拡大運動の実施
・たい肥、土壌及びサイレージ成分分析の実施
・先進地視察研修会の実施　等

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

回

件

点

名

牛乳消費拡大運動

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

1

546

40

1

回各種会議

たい肥、土壌及びサイレージ成分分析

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

笠間市酪農連絡協議会

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

525

0

指標区分

牛乳消費拡大運動対象者

酪農家

点 40

新規・継続

525

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

5

40

11

40

1

26年度（目標）

525

1

5

40

525 0.07 525

00

2,700

3941

0

24年度（実績）

546

5

3950

5 5

たい肥、土壌及びサイレージ成分分析

525

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

0.07

548

548

525

22年度（実績） 23年度（実績）

0

0

0.07

0 0

23

525

21

0.07 0.075250.07

0 0

25年度（目標）

525

5

27年度（目標）

525

525

5

525525

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
　酪農経営の振興と改良発展を促進
させ、生産性の高い効率的農家経営
の育成を図り、農家所得の向上と経
営の安定、合理化と合わせて会員相
互の親睦を図る。

予
算
科
目

会計
一般

農水省

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

平成19年度 単年度繰返し

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

継続
○

政策的事業

3939 39 39

目
的

単位

牛乳消費拡大運動対象者

④
対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

酪農家
酪農家

終了年度

畜産業費標準的事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

0 1,950

活
動
指
標

25年度（計画）

件

点
たい肥、土壌及びサイレージ成分値の向上、牛乳の
消費拡大

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

たい肥、土壌及びサイレージ成分分析たい肥、土壌及びサイレージ成分分析、牛乳消費拡
大運動の実施

各種会議

⑤
成果
指標

たい肥、土壌及びサイレージ成分分析

負担金の有無

細目名

手
段 回

回

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

39

牛乳消費拡大運動
点

総
合
計
画

・牛乳消費拡大
 運動実施数
 1,000名
・たい肥、土壌
 及び サイレージ
 分析数
 20点

畜産業費

３　【年度目標】
－

名

茨城県酪農業協同組
合連合会

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

39事務事業番号



当協議会は酪農家にとって、農家所得の向上にもつながる重要な役割
を果たしており、今後も必要な事業である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　サイレージや土壌の成分分析を定期的に実施している自治体は、茨城県内でも数少ない
のではないか。分析実施は、良質な飼料生産に結びついており、乳量や乳質の向上に寄
与している。また、たい肥の成分分析を実施することで流通促進がされている。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　畜産業は、笠間市農業産出額の約4割を誇る基幹的な地域農業に位置づけられている。
その中でも、酪農は産出額、農家件数ともに約６割と大きな部分を占めている。自給飼料の
増産、家畜排せつ物の適正処理等、効果的に畜産事業を展開する上では必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　茨城県畜産協会や普及センター、畜産センター等と連携し、労務、財務両面において支
援をいただいており、実施事業の更なる効率化は難しいのではないか。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

課題無し

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

　たい肥、土壌及びサイレージの成分分析は、良質な自給飼料を継続的生産、給与していくには欠くことのできない事業であるので、引き続き実施す
ることが望ましい。また、たい肥はほとんどが自家利用となっている現状だが、飼料用稲や飼料用米の生産圃場に散布できるレベルまで高め、環境に
配慮した農業を実践することが時代の趨勢である。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

　畜産振興事業を実践する上で効率的に行うためには組織が果たす役割もあり、土づくり運
動推進事業などとの連携を取ることで他事業の事務削減につながる部分もあるのではない
か。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

県補助事業である、茨城農業改革推進総合対策事業・食と
農のチャレンジ事業、園芸産地強化支援事業実施者に対
し、補助の上乗せの検討。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
対象事業実施者
への補助

総
合
計
画

根拠法令
細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

事業内容確認

県補助事業実施者に対する市補助金の上乗せ

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

1

2,773

825825

補助事業実施者
農業者・農業者の組織する団体

県補助事業における事業実施主体負担分について市
の補助を追加することで農業基盤の整備等を推進す
る

補助事業実施者の増加 件

回

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標

10 10

成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 1/6以内

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

40

市単独

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

H24

○

新規

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

補助金　　1,433千円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

2,773

825

2,773

24年度（実績）

0.110

1,948

8250.11

活
動
指
標

66

0

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

8250.11 825

1,948 1,948

825 0.11 825

1,948 1,948

0.11

5 05

1

5 10

26年度（目標）

00

27年度（目標）

10

2,324 2,773

5 1

825

25年度（目標）

1

891

事業費計（ア）

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

事業内容確認

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

補助事業実施者

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

1,948

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

主要農産物総合支援事業

主要農産物総合支援事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

県等の補助事業を受けたとしても、そ
れに伴う自己負担分の対応が課題と
なり事業に取り組めない状況となって
いる。このため、県補助事業における
事業実施主体負担分について市の
補助を上乗せし、予算の範囲内で最
大1/2まで、補助率を高めることで、
農業生産基盤の確立に資する。

予
算
科
目

会計

0

千円

0

千円

千円

件

0

22年度（実績） 23年度（実績）

回

0 0

単位

千円

千円 0

千円

1,433

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

1,948

1,948

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

補助事業実施者の増加

件

1,433



農業者の安定した生産のため必要な取組みである

　県等の補助事業実施のためには、自己負担分も必ず必要となることが課題となり、事業に取り組めない状況となっている。そこで、市で県の補助事
業実施者に対し補助を上乗せすることで、農業基盤の整備等に取り組みやすくなる状況とする必要がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

課題無し

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

今年度からの事業のため、昨年度との比較は不可

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
今年度からの事業のため、昨年度との比較は不可

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

　生垣改修工事　　伐採・抜根・処分　L＝238m
　植栽　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L＝238m

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
笠間クラインガルテン施設の修繕工
事
　
　　　テラス柱修繕　１棟
　　　玄関額縁修繕　12棟

修繕計画に沿い、計画的修繕を行
う。

同左

棟

％

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

100

0

5,632

棟ラウベの修繕

ラウベ利用率

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

クラインガルテン整備事業

２　グリーンツーリズム
２　都市農村交流施設の更なる充実

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

257257 257

3,482

0

指標区分

ラウベの数

100

新規・継続

4,282

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

10

100100100

26年度（目標）

4,282

13

3,225 0.43 3,225

800800

800 800

24年度（実績）

3,482

0

800

3,225

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

0

0

0

22年度（実績） 23年度（実績）

0

0

0.43

2,150

0 2,150

3,225

257

0.43 0.433,2250.43

800

800 800

25年度（目標）

4,282

10

27年度（目標）

3,482

4,282

10

3,4823,482

257

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
笠間クラインガルテン敷地内の植栽
が枯れてしまい，植栽の植え替えを
行う。
伐採・抜根・処分等については，業者
委託し，新たな植栽については，ガ
ルテン利用者と共に行う。
　また、同施設内で傷みのある、ラウ
ベの屋根の修繕や外装の塗装を行
なう。

予
算
科
目

会計
一般

市単独

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

24 継続実施

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

新規
―

維持管理事業

100 13 10

目
的

単位
④

対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

笠間クラインガルテン
ラウベの数

終了年度

クラインガルテン整備事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

活
動
指
標

25年度（計画）

棟

％
笠間クラインガルテン施設の修繕工事

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

生垣改修について，伐採・抜根・処分を業者委託し，
植栽については，ガルテン利用者の協力により実施

ラウベの修繕

⑤
成果
指標

ラウベ利用率

笠間市農林業振興基本計画

負担金の有無

細目名

手
段

棟

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

10

総
合
計
画

農業振興費

３　【年度目標】
需用費
　270千円
工事費
　1,880千円

JA茨城中央

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

41事務事業番号



施設の状態を定期的に点検し、必要に応じ修繕計画の見直しを行い、
適正な維持管理を行っていく。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

修繕計画に基づき、計画的に実施する。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

当市のグリーンツーリズムの拠点である当施設を老朽化が進んできているため、計画的な修
繕を行っていく必要がある。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
施設利用者とともに作業を行うなど経費削減に努めている。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

施設が供用を開始し、12年が経過し、ラウベの老朽化が進んでいるため、計画的な修繕が必要である。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

修繕計画に基づき、指定管理者と協議分担し、適正な管理に努める。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

認定農業者・集落営農組織等への説明及び地域との話し合
い

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
・人・農地プランを定めて、このプラン
を実現するために、農地集積に協力
するものに対して農地集積協力金を
交付する。
・認定農業者・集落営農組織等への
説明及び地域との話し合いを実施す
る。

同左 同左

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
経営転換補助
6戸　1,800,000円
分散錯圃補助
10ha　500,000円

総
合
計
画

笠間市農林業振興基本計画
根拠法令

細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

経営転換協力金
分散錯圃解消協力金地域の中心となる経営対や分散した農地の連坦化に

協力する者への周知

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

6

3,110

810810

経営転換協力金
農業者

人・農地プランに位置づけされた地域の中心となる農
地が集積されることが確実に見込まれる場合に，それ
に協力する者に対して協力金を交付

分散錯圃解消協力金

経営転換協力金

ａ

戸

戸

ａ

ａ

目
的

単位

分散錯圃解消協力金

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
戸

対
象
指
標

6 6

成
果
指
標

1,000

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 10/10

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

42

国補助 農林水産省

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

H24 継続実施

―

新規

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

補助金　　0円

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

2,300 2,300

3,110

810

3,110

分散錯圃解消協力金

24年度（実績）

0.100

2,300

7500.10

活
動
指
標

60

0

24年度（実績）

2,3000

25年度（計画） 28年度（計画）

2,300

7500.10 750 750 0.10 750

2,300 2,300

0.10

1,0000

6 60

6

0 6

1,000

1,000

0

0 1,000

26年度（目標）

66

1,000

1,000

27年度（目標）

1,000

6

810 3,110

0

0 1,000

6

1,000

1,000

1,000

810

25年度（目標）

6

810

事業費計（ア）

6060 60 60

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

経営転換協力金

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

経営転換協力金

分散錯圃解消協力金

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

農地集積協力事業

農地集積協力事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

地域の中心となる経営体へ農地の集
積や分散化した農地の連坦化を円滑
に推進するため，農地集積に協力す
る者に協力金を交付する

予
算
科
目

会計

0

千円

0

千円

千円

ａ

戸

0

22年度（実績） 23年度（実績）

ａ

戸

0 0

単位

千円

千円 0

千円

0

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

―
負担金の有無

2,300

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

ａ

経営転換協力金

分散錯圃解消協力金

戸



地域への理解を深めつつ、人農地プランに沿い農地集積を進めていく。

人・農地プランを定め、そのプランを実現するために、分散した農地を集積し、効率的な営農が行えるよう、農地の集積が望まれている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

市内各地域の実情を把握しながら、実施する必要がある。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

国の要綱及び要領に基づき実施しているので、現状で行う。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
国の指導で実施しているので、不可能である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
国の要綱及び要領に基づき実施しているものである。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

認定農業者へのPR
集落営農組織との懇談会
マスタープランの印刷

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
・「人と農地の問題」を解決するため、
集落、地域の関係者と話し合いを行
う。
・認定農業者と集落営農組織へのＰＲ
事業を展開する。

同左 同左

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

1,833

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

地域農業マスタープラン作成事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価外事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

108108 108

1,833

0

指標区分

新規・継続

2,043

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

26年度（目標）

2,043

1,725 0.23 1,725

210210

73 73

24年度（実績）

1,833

73

1,725

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

0

0

0

0

22年度（実績） 23年度（実績）

0

0

0.23

0 0

1,725

108

0.23

137137

0.231,7250.23

73

210 210

25年度（目標）

2,043

27年度（目標）

1,833

2,043

1,8331,833

108

28年度（目標）

137 137

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○ ―

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
力強い農業構造を実現していくため
には，集落・地域での徹底的な話し
合いにより，地域農業のあり方につい
て議論を進め，地域農業を担う経営
体や生産基盤となる農地を，将来に
おいても確保していくプランが必要と
なる。地域の中心となる経営体の確
保や，地域の中心となる経営体への
農地集積に必要な取組を支援する。

予
算
科
目

会計
一般会計

国補助 農林水産省

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率 10/10

H24 継続実施

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

新規
○

計画策定事務

目
的

単位
④

対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

農業者

終了年度

地域農業マスタープラン作成事業農林水産業費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

活
動
指
標

25年度（計画）

地域農業のあり方や今後の地域の中心となる経営体
等を定めた人・農地プランの作成に必要な，集落の合
意形成活動等を支援

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

地域内の農業者に対し，将来の見通し・今後の方向
性・自らの経営や農地のアンケート等を行い，集落・地
域における話し合いを行い，市で検討会を開催し，プ
ランを作成する

⑤
成果
指標

笠間市農林業振興基本計画

負担金の有無

細目名

手
段

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

総
合
計
画

農業振興費

３　【年度目標】
報償費　　　　0円
普通旅費　　　0円
需用費　　　　0円
使用料　　　　0円

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

43事務事業番号



地域農業体制の確立と地域農業支援策として、もっとも有効であり、事
業を推進する必要がある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

国の要綱及び要領に基づき行われているが、地域の実情に応じたプランを作成できる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
地域の人と農地に関する問題を解決するに当たり必要性は高い。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

地域の実情に即したプランを作成するするものであり、地域により事業費の削減は可能であ
る。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

それぞれの集落・地域において、話し合いを行い、集落・地域が抱える人と農地の問題を解決するため、将来の設計図となる「人・農地プラン」を作成
に取り組み必要がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

農業関係団体との連携を図るとともに、市内各地域への理解を深めながら、事務を進めてい
き、事業全体の推進を図っていく。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

広報誌等により新規就農者の募集及び相談会等の実施
事業説明会の開催

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
新規就農者の募集及び地域での事
業説明会を開催する。

同左 同左

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】
マスタープラン作
成
新規就農者　3名

総
合
計
画

笠間市農林業振興基本計画
根拠法令

細目名 関連計画款 項 目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

自ら独立して農業を開始する方への周知

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

7,965

1,2151,215

青年就農給付金
新規就農者

青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため，
経営が不安定な就農直後の所得を確保する給付金を
給付

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

5 5

成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 10/10

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

44

国補助 農林水産省

産業経済部　農政課

○

所属部課名

評価区分

評価事業

H24 継続実施

○

新規

共催者・関係団体

一般 農林水産業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

新規就農補助金　2,250千円
上乗せ分　　　　　66千円
経営体補助金　　0円

実施手法

6,750 6,750

26年度（計画） 27年度（計画）

7,965

1,215

7,965

2,250 6,750

24年度（実績）

0.150

6,750

1,1250.15

活
動
指
標

90

0

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

1,1250.15 1,125

0

1,125 0.15 1,125

6,750 6,750

0.15

3 5

26年度（目標） 27年度（目標）

5

3,531 7,965

1,215

25年度（目標）

1,215

事業費計（ア）

9090 90 90

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

青年就農給付金

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

0

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

新規就農総合支援事業

新規就農総合支援事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

マスタープランに基づき，新規参入者
及び農業後継者の確保を目指し，国
補事業の活用及び市の上乗せ補助
を行い，農業後継者等の育成を図り，
地域農業の担い手の定着化を推進
する

予
算
科
目

会計

0

千円

0

千円

千円

0

22年度（実績） 23年度（実績）

0 0

単位

千円

千円 0

千円

2,316

23年度（実績）単位

千円

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

負担金の有無

0

6,750

6,750

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策 事

業
期
間

人

66



地域農業の担い手対策として、もっとも有効な支援策であり、事業推進
による定着化を推進していく。

地域農業の担い手不足な現状において、農業後継者となる新規就農者を総合的に支援し、定着を促進していくことが望まれている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

事業に対する要望も増加しており、必要である。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

国の要綱及び要領に基づき実施しているため、現状で行う。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
国の指導で実施しているので、不可能である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
農業者からの事業に対する要望が増加しており、必要性が高い。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

指名型プロポーザルにより、民間の豊かな経験と専門的な知
識を活用し、新たな事業を計画、実施する。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
陶芸と農業をコラボレーションさせ、
市の魅力を体感してもらう通年参加
型のモニターツアーをプロポーザル
方式により実施する。

同左 同左

都県

件

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

2

0

3,011

人モニター体験ツアー参加者

プロポーザル参加企業

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

グリーンツーリズム推進事業
（グリーンツーリズム企画運営事業）

２　グリーンツーリズム
２　都市農村交流施設の更なる充実

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

149149 149

2,024

0

指標区分

首都圏数

5

新規・継続

3,024

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

100

555

26年度（目標）

3,024

100

1,875 0.25 1,875

1,0001,000

1,000 1,000

24年度（実績）

2,024

57

1,000

1,875

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

0

0

0

22年度（実績） 23年度（実績）

0

0

0.25

987

0 987

1,875

149

0.25 0.251,8750.25

1,000

1,000 1,000

25年度（目標）

3,024

100

27年度（目標）

2,024

3,024

100

2,0242,024

149

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
笠間市が推進してきたグリーンツーリ
ズムの充実を図るため、都市住民が
笠間市内の豊かな農業資源にかかわ
りを持ち、笠間の良さ・楽しさ・素晴ら
しさを体感してもらい、都市と農村の
交流を促進する。

予
算
科
目

会計
一般

市単独

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

Ｈ24 単年度繰返し

○

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

新規
○

政策的事業

55 5 5

目
的

単位
④

対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

都市住民
首都圏数

終了年度

グリーンツーリズム推進事業農林水産業

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

活
動
指
標

25年度（計画）

都県

件都市住民が笠間市内の豊かな農業資源にかかわりを
持ち，それと共に笠間の良さ・楽しさ・素晴らしさを体
験する企画

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

プロポーザル方式により，業者選定を行い，都市住民
を対象に募集し，農産物の収穫体験と料理を行う

モニター体験ツアー参加者

⑤
成果
指標

プロポーザル参加企業

笠間市農林業振興基本計画

負担金の有無

細目名

手
段

人

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

5

総
合
計
画

年2回のモニター
ツアーを実施する

農業振興費

３　【年度目標】
委託料　987千円

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

45事務事業番号



民間ノウハウを活かしたの新たな手法であり、グリーンツーリズムの充実
を図る上で必要な事業である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

新たな手法による都市住民へのアプローチができ、交流人口の増加に有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

地域活性化策として、新たな交流人口の取り込みが求められており、多種多様な二図に答
えていくために必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
プロポーザル方式により事業を進めているため、削減の余地はない。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

都市と農村の交流による地域活性化を目指すうえで、多種多様な手法が求められている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

新たなクリーンツーリズムの手法として有効であるため、更なる充実を図っていく必要があ
る。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事
業
期
間

空き家情報数

件

35

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策

負担金の有無

0

国庫支出金 千円

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

千円

千円

35

23年度（実績）単位

千円

件

0 0

単位

千円

千円 0

23年度（実績）

件

0

22年度（実績）

0

千円

0

千円

千円

22年度（実績）

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

グリーンツーリズム推進事業
（空き家情報調査委託事業）

グリーンツーリズム推進事業

２　グリーンツーリズム
２　都市農村交流施設の更なる充実

笠間クラインガルテンの利用経験者
など、二地域居住希望者に対し、空き
家の情報提供をするため、笠間南山
地区を対象に空き家調査を実施す
る。

予
算
科
目

会計

県支出金

農業振興費

事業費及び指標の推移

開始年度
施策

小施策

農業費

財
源
内
訳

空き家候補件数

立ち入り現地調査件数

地方債

その他

時間外

事
業
費

指標区分

職員割合

嘱託臨時

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

事業費計（ア）

0

25年度（目標）

405

440 0

4

26年度（目標） 27年度（目標）

19

19

0 0

0 0

3750.05 0

28年度（計画）24年度（実績） 25年度（計画）

0

0

活
動
指
標

30

0

24年度（実績）

0

0

0

0

実施手法

26年度（計画） 27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

委託料　34,600円

一般 農林水産費

H24 H24

―

新規

共催者・関係団体

46

市単独

産業経済部　農政課

―

所属部課名

評価区分

評価事業

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

件

件

空き家候補件数
空家所有者

笠間市に移住・定住を希望する者に住居の情報の収
集

空き家情報数

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

0

00

目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

立ち入り現地調査件数
笠間地区（南山内地区）を対象に，地元区長さん聞き
取り調査を行い，専門業者の調査

賃貸可能物件の
詳細データの作
成

総
合
計
画

笠間市農林業振興基本計画
根拠法令

細目名 関連計画款 項

３　【年度目標】１　【事務事業の全体概要及び背景】

・南山地区の区長から空き家候補の状況提供。
・空き家候補地の所有者に対する意向調査及び聞き取り調
査。
・所有者が立ち入り調査を承諾した物件に対する専門業者
の調査。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画

まちづくり推進室へ引継ぎ



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
当市への移住や二地域居住を希望する都市住民も多く必要な事業である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
事業統合により、経費が削減できる。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 事業完了
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

－

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

グリーンツーリズムの拠点である、クラインガルテン周辺の物件調査を実施し、今後、まちづ
くり課において、情報を統合し更なる次行の推進を行う。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

市内全域において総合的に進めていく必要があり、所管課を統合することにより、より効果
的な事業効果が期待できる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

まちづくり課

③前年度の改革・改善案

関係事業課をひとつに統合することにより、大きな効
果が期待できる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

グリーンツーリズムの拠点であるクラインガルテン周辺の空き家情報の収
集し、一定の成果があったため事業を完了し、事業を移管する。

空き家については二地域居住や定住化の観点だけでなく、環境の面からも「空き家等適正管理に関する条例（案）」作成されるなど対策が講じられて
いる。
所有者が賃貸を希望する物件もあるが、改修が必要な場合がほとんどであり、改修費用の負担区分（貸主か借主か）が課題である。
平成２４年度の成果品は まちづくり推進室に提出し 平成２５年度からはまちづくり推進室が対応

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

被災農業者が経営再開するために茨城中農業協同組合か
ら借入れた利子に対し、同組合からの交付申請により利子助
成金を交付する。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
[上期]7月に茨城中央農業協同組合
から交付申請があり、その後市が交
付決定し、利子助成金を交付する。
［下期］1月に茨城中央農業協同組合
から交付申請があり、その後市が交
付決定し、利子助成金を交付する。

同左 同左

人

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

6

0

580

件利子助成件数

利子助成人数

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策

系統農業災害資金（降雹等）利子助
成事業

１　農林業
１　安定した農林業の推進

評価区分

評価事業

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します小政策

千円

人
件
費 他課の協力分

千円

単位

4242 42

567

0

指標区分

被災農業者数

6

新規・継続

599

事業費及び指標の推移

施策
小施策

農業費

6

666

26年度（目標）

599

6

525 0.07 525

3232

32 32

24年度（実績）

567

6

32

525

22年度（実績） 23年度（実績）

24年度（実績） 27年度（計画）26年度（計画）

0

0

0

22年度（実績） 23年度（実績）

0

0

0.07

13

0 13

525

42

0.07 0.075250.07

32

32 32

25年度（目標）

599

6

27年度（目標）

567

599

6

567567

42

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
平成24年5月4日の大雨、5月6日の
降雹・突風、並びに5月10日の降雹に
よる被災農業者の農業経営の早急な
立ち直りを支援するため、経営再開
にあたっての負担軽減措置として、農
業系統融資機関から借入れた利子の
助成を行う。

予
算
科
目

会計
一般

市単独

産業経済部　農政課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率 1/2

平成24年度 継続事業

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

新規
―

政策的事業

2020 20 20

目
的

単位
④

対象
指標

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

被災農業者
被災農業者数

終了年度

系統農業災害資金(降雹等)利子助成事業農林水産費

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

活
動
指
標

25年度（計画）

人

人平成24年5月4日の大雨，5月6日の降ひょう及び突風
並びに5月10日の降ひょうによる災害を受けた農業者
が，農業生産の再生資金として，農協系統融資機関
から借り入れた利子助成を行う

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

金融機関からの利子助成申請により助成を行った。

利子助成件数

⑤
成果
指標

利子助成人数

笠間市農林業振興基本計画

負担金の有無

細目名

手
段

件

【DO】事務事業の実施

対
象
指
標

20

総
合
計
画

利子助成対象件
数：6件
利子助成額：
12,987円

農業振興費

３　【年度目標】
利子助成対象件数：6件
利子助成額：12,987円

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

47事務事業番号



被災農業者の復興のため、引き続き支援していく。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

法的定めによるもので、特に工夫するものはない。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
被災農業者の復興のために必要な支援である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
被災農業者が金融機関から融資を受けたもので、改善の余地はない。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

降雹等被害を受けた農業者の早急な立ち直りを図ることが、地域農業振興支援として望まれており、経営再開への支援が必要である。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

被災農業者が早急な復興に努め、安定した経営を図るための支援として必要である。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

ｋｇ

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

所属部課名

総
合
計
画

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

目 細目名

１　農林業
１　安定した農林業の推進

補助金の有無
一部委託 ○
実施手法

定額

共催者・関係団体

新規

関連計画

３　【年度目標】

ｋｇ
農ビ回収

対
象
指
標

降雹等により農業用施設が被災した農業者

【DO】事務事業の実施

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

被災した農業用施設の被服材を処理に当たって、処
理負担金を減免する。

④
対象
指標

26年度（計画）

成
果
指
標

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

４月３日～５日にかけての暴風雨及び５月６日の降雹により
被災した農業用施設の被服材の処理

産業経済部　農政課

―

1

市単独 茨城県
農業用プラスチック適正処理対策事
業（５月災害）

―

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価事業

H24 H24

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

農林水産業費
款

１　【事務事業の全体概要及び背景】

予
算
科
目

会計
一般

項

回収実績
農ビ　　662kg
農ポリ　6,175kg
負担金実績
農ビ　　　　　3,310円
農ポリ　　　87,068円
登録料　　14,000円

農ポリ回収

（公社）園芸いばらき
振興協会

人

○

25年度（計画） 28年度（計画）

⑥
活動
指標

４　【事業費の内容（決算額）】
回収目標
農ビ　　300kg
農ポリ　4,500kg

ｋｇ

27年度（計画）

単位

千円

104

単位

0

22年度（実績）

0

0 1,034

23年度（実績） 24年度（実績） 25年度（目標）

224

22年度（実績） 23年度（実績）

0

24年度（実績）

0

00

0

6,175

750

120

0

0 0

0

0

0 0

20

662

0

0 0

27年度（目標）26年度（目標）

0

0

28年度（目標）

千円

千円

0 0 0.10職員割合

60

0

嘱託臨時

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

活
動
指
標

時間外

810 0

ｋｇ

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

⑤
成果
指標

５　事務事業の目的と手段
被災農業者

負担金の有無
農業費 根拠法令

千円

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

千円

４月３～５日の暴風雨及び、５月６日の降
雹により被災した農業用施設の被服財の
適正処理に当たって、処理負担金を減免
する。

事
業
費

農業用プラスチック適正処理対策事業（５月災害）農業振興費

他課の協力分

千円

千円

事業費及び指標の推移

千円

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

農ポリ回収

農ビ回収

被災農業者 人

農業用廃プラスチックの回収及び負担金請求業務

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

その他

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 事業完了
評価理由

－

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

④取組状況

①改革・改善案

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

名称

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H24

被災農業者向け経営体育成支援事
業

実施計画・事務事業評価共通調書

事務事業名

政
策
体
系

政策

政策的事業

―

事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

対
象
指
標

被災農業者

事
業
費

　

再建農家数

　

人

人

財
源
内
訳

国庫支出金

 

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

7,160

24年度（実績）単位

千円

千円

県支出金

地方債

その他

嘱託臨時

24

31,092

10

25年度（目標）24年度（実績）

25

指標区分

日

日現地調査
活
動
指
標

要望調査

事業費

事業費及び指標の推移

0

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

人件費計（イ）

他課の協力分

単位

人
件
費

時間外

職員割合 0

27年度（目標）

00

0

0 0

0 0

0.15

0 0

1,125

0

千円

千円

28年度（計画）23年度（実績） 25年度（計画）22年度（実績）

29,877 0

90

0

0

0

0 1,215 0

直営 ○

0 0

補助金　29,877,000円被災施設の再建
24名

４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】

産業経済部　農政課

所管省庁

農林水産省

所属部課名

補助率
国：3/10、県：
1/10、市1/10

後期基本計画
重点視点

補
助
単
独
区
分

―
負担金の有無

新規

―

共催者・関係団体

関連計画
根拠法令

実施手法 補助金の有無

国補助

26年度（目標）

0

0

0

24

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

人

日
日

４月３日～５日にかけての暴風雨及び５月６日の降雹
により被災した農業用施設の再建

被災した農業用施設の再建に当り、費用の一部を助
成する。

⑥
活動
指標

4,756

千円

22年度（実績） 23年度（実績）

17,961

26年度（計画） 27年度（計画）

単位

　

現地調査
要望調査

５　事務事業の目的と手段
人

　
再建農家数

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

細目名目
農業振興費

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

２　豊かな恵みを実感できる農林業を振興します

農林水産業費

【PLAN】事務事業の計画

終了年度

評価区分

評価事業

総
合
計
画

新規・継続
小政策
施策

事務事業番号 2

４月３～５日の暴風雨及び、５月６日
の降雹により被害を受けた農産物の
生産に必要な施設の再建を支援す
る。

予
算
科
目

農業費
款 項会計

一般

１　【事務事業の全体概要及び背景】

④
対象
指標

小施策
H24

⑤
成果
指標

１　農林業
１　安定した農林業の推進

被災農業者向け経営体育成支援事業

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

被災農業者
降雹等により農業用施設が被災した農業者

【DO】事務事業の実施

0

28年度（目標）

被災状況確認
補助事業実施に伴う事務手続き
再建状況確認

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画



　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

総合評価

今後の方向性 事業完了
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

－

名称

資源配分

③前年度の改革・改善案

その他

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

①改革・改善案

④取組状況

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【PLAN】事務事業の計画




